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組織再編税制における確定決算主義及び営業権に関する問題点 
 
研究の概要書 
１．研究の目的 
 企業は外部環境の構造的な変化に対応するため企業の組織再編を活発に行うようになっ
ている。これら組織再編活動を支援するための法制の整備が進められた。税制では、平成
13 年の法人税法改正により合併、会社分割、現物出資、事後設立及びみなし配当を中心と
した組織再編税制の導入がおこなわれた。一方、企業会計においては、商法の規定の範囲
内で幅広い会計処理が認められていたが、組織再編における重要度の増大と組織再編の経
済的実態を正しく認識するという観点から平成 15 年 10 月「企業結合に係る会計基準」が
設定された。組織再編税制と企業結合に係る会計は法人税法と企業会計の乖離が顕著に現
れている分野である。 
そこで、本稿では、組織再編税制と企業結合に係る会計の乖離から生じる組織再編税制
における問題点を二つ取り上げた。第一は、我が国の企業会計と課税所得計算の基本的な
特徴である確定決算主義における問題点である。第二は、「無形資産に関する論点の整理」
及び「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」で取り上げている営業権とのれんの取
扱いに関する問題点をとりあげ、組織再編税制と企業結合に係る会計の乖離を認めながら、
調和の取れた組織再編税制のあり方を研究する。 
 
２．研究の概要 
（１）第 1 章「組織再編の一般概念」 
 会社法における組織再編行為の定義と企業結合会計基準における取得、共同支配企業の
形成及び共通支配下の取引それぞれの会計処理の概要をとりまとめた。 
 
（２）第２章「組織再編税制の実態」 
 組織再編税制における非適格組織再編と適格組織再編における概要をとりあげ、企業結
合会計基準との差異を移転する資産及び負債の価額及び営業権という二点に絞りとりまと
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めた。 
 
（３）第３章「非適格合併における営業権の問題点」 
適格組織再編税制における営業権と資産調整勘定の問題点を三つとりあげた。第一に、
非適格組織再編においては、営業権と資産調整勘定を区分することとされるが、区分する
ことの意義と効果を再検討すべきであるという点である。第二に、営業権には損金経理要
件が課されているにもかかわらず、資産調整勘定は損金算入とされ損金経理要件の趣旨が
反映されていないという点である。第三に、企業会計において、のれんの規則的な償却を
行わず収益性の下落に伴い減損損失を認識する、という企業結合会計基準の見直しに関す
る論点整理に関連し、資産調整勘定を費用性資産と捉え損金算入している法人税法の取扱
いに関する見直しの必要性である。 
 
（４）第 4 章「適格合併における確定決算主義の問題点」 
適格組織再編税制における確定決算主義の問題点を二つとりあげた。第一に、適格組織
再編では、確定した決算の帳簿価額とは別途、税務上の基準価額を「政令簿価」として定
め、「政令簿価」は帳簿価額とは別途さだめられているという点で、会社法上の確定決算
に基づき課税所得を計算するという確定決算主義の要件を逸脱している。第二に、組織再
編税制におけるみなし損金経理規定は、合併法人等の受入法人において確定した決算にお
いて費用又は損失として経理されていない金額が受入法人の会計処理によらず税務上の帳
簿価額（適格）あるいは時価（非適格）を創出し、損金経理要件という確定決算主義の要
件を満たしていない、という点である。 
 
３．結論 
（１）第 5章 第 1節「適格組織再編税制における営業権と資産調整勘定の問題点」 
 時価純資産額と投資額の差額とされる資産調整勘定には、本来営業権とされる部分が含
まれており、営業権の意義を反映していない営業権と資産調整勘定の区分がおこなわれ、
その区分による損金経理要件と、損金算入規定という差異自体に問題があるため、組織再
編税制における営業権と資産調整勘定の区分による効果は小さく、営業権と資産調整勘定
の区分の法人税法における意義が認められないことから、営業権と資産調整勘定は一本化
することが望ましい。 
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企業会計において、のれんの償却がおこなわれなくなった場合に、資産調整勘定の損金
性をどのように考えるかについては、2 つの考え方がある。第一に、のれんの償却がおこ
なわれなくなったということは、のれんを費用性資産ではなく将来の収益力により価値が
変動する資産として捉えているのであるから強制損金を認めないという考え方である。第
2 に、企業会計においてのれんを費用性資産ではなく将来の収益力により価値が変動する
資産として捉えたとしても、法人税法では別段の定めとして損金性を認めるという考え方
である。第一の考え方に基づいた場合には、減損損失を法人税法上の資産評価損に関する
現行規定から捉えることができるかという新たな問題が生じ、資産調整勘定の位置づけ、
評価損計上事由及び評価損計上額に関する法人税法上の課題を整理した。 
 
（２）第 5章 第２節「適格組織再編税制と確定決算主義の問題点」 
適格組織再編税制において、「政令簿価」あるいはみなし損金経理規定により課税の繰
り延べを図ることに代えて、圧縮記帳制度により課税の繰り延べを図ることが可能かを、
交換と適格組織再編税制の類似性、損失の繰延べをおこなう場合の記帳処理の整理を行い、
検討した。圧縮記帳制度を適格組織再編税制に応用する場合には、直接減額方式ではなく
積立金方式が望ましいこと、また、譲渡損失の繰延べについては特別勘定の設定が必要な
こと等の整理が必要であるが、圧縮記帳制度は確定決算主義の要件を逸脱することなく課
税の繰り延べが図られる制度であり、「政令簿価」の引継ぎやみなし損金経理という確定決
算主義から逸脱した現行の適格組織再編税制よりは、組織再編税制の「基本的考え方」の
趣旨及び企業結合会計基準との調和という点では望ましいといえる。 
以上 
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凡例 
 
本稿で使用する略称は、次のとおりである。 
法法：法人税法 
法令：法人税法施行令 
法規：法人税法施行規則 
法基通：法人税法基本通達 
以上 
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 はじめに 
企業は外部環境の構造的な変化に対応するため企業の組織再編を活発に行うようになって
いる。これら組織再編活動を支援するための法制の整備が進められた。税制では、平成 13
年の法人税法改正により合併、会社分割、現物出資、事後設立及びみなし配当を中心とした
組織再編税制の導入がおこなわれた。一方、企業会計においては、商法の規定の範囲内で幅
広い会計処理が認められていたが、組織再編における重要度の増大と組織再編の経済的実態
を正しく認識するという観点から平成 15 年 10 月「企業結合に係る会計基準」が設定された。
組織再編税制と企業結合に係る会計は法人税法と企業会計の乖離が顕著に現れている分野で
ある。 
そこで、本稿では、組織再編税制と企業結合に係る会計の乖離から生じる組織再編税制に
おける問題点を二つ取り上げた。第一は、我が国の企業会計と課税所得計算の基本的な特徴
である確定決算主義における問題点である。第二は、「無形資産に関する論点の整理」及び「企
業結合会計の見直しに関する論点の整理」で取り上げている営業権とのれんの取扱いに関す
る問題点をとりあげ、組織再編税制と企業結合に係る会計の乖離を認めながら、調和の取れ
た組織再編税制のあり方を研究する。 
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第１章 組織再編の一般概念 
 
第１節 会社法における組織再編 
１．概要 
 会社法第 5編には、組織変更、合併、会社分割、株式交換及び株式移転に係る会社法の規
定が定められている。会社法においては、これらの行為が組織再編行為と位置づけられてい
る。これらの組織再編行為は、会社の基本的事項の変更という共通点がある。 
株式会社が持分会社に、持分会社が株式会社に変更することを組織変更というが(会社法
743 条)、この行為は、後述する合併、会社分割、株式交換及び株式移転のように権利義務の
全部又は一部の承継、株主の変更を伴うものではないので、本稿では組織再編行為とは位置
づけせず、次に述べる合併、会社分割、株式交換及び株式移転を会社法における組織再編行
為と呼ぶことにする。 
 
２．合併 
 合併とは、2 つ以上の会社が契約によって 1 つの会社に合同する行為をいう。会社法にお
いては、下記２つの合併の定義をおいている。 
 イ．吸収合併（会社法２二十七） 
 会社が他の会社とする合併であって、合併により消滅する会社の権利義務の全部を合
併後存続する会社に承継させるものをいう。 
 ロ．新設合併（会社法２二十八） 
 二以上の会社がする合併であって、合併により消滅する会社の権利義務の全部を合併
により設立する会社に承継させるものをいう。 
 
３．会社分割 
 会社分割とは、事業に関して有する権利義務の全部又は一部を分割後、既存の会社ま
たは新設する会社に承継させる行為をいう。会社法においては、下記２つの会社分割の定
義をおいている。  
 イ． 吸収分割（会社法２二十九） 
株式会社又は合同会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を分割後他
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の会社に承継させることをいう。 
ロ．新設分割（会社法２三十） 
一又は二以上の株式会社又は合同会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は
一部を分割により設立する会社に承継させることをいう。 
 
４．株式交換・株式移転 
 株式交換とは、株式会社がその発行済株式の全部を他の株式会社又は合同会社に取得
させることをいう（会社法２三十一）。また、株式移転とは、一又は二以上の株式会社が
その発行済株式の全部を新たに設立する株式会社に取得させることをいう（会社法２三
十二）。 
 
５．会社法における組織再編行為の区分 
会社法は、合併と会社分割においては吸収か新設かという区分を、発行済株式を取得
させるという行為については株式交換か株式移転かという区分を、それぞれ行っている。
これらの区分の権利義務の承継あるいは発行済み株式の取得が、既存の会社であるか新
設の会社であるかによる区分である（図表１参照）。 
(図表１）
行為 既存会社 新設会社
合併 吸収合併 新設合併
会社分割 吸収分割 新設分割
全発行済株式の取得 株式交換 株式移転
権利義務の承継/全発行済株式の取得
 
 
権利義務の承継あるいは発行済み株式の取得が既存の会社であるか新設の会社である
か区分する意義は、手続き及び効力の違いを比較することにより明らかになると推量さ
れる。手続き面では、簡易組織再編行為1と略式組織再変行為2につき新設会社において
は適用がなく、効果面では効力発生日が既存の会社と新設の会社では異なる（図表２参
                                                  
1 経済的にも持分比率的にも株主に与える影響が一定の規模以下等である合併（会社法 796
③）、会社分割（会社法 784③、805、796③）及び全発行済株式の取得（会社法 796③）に
ついては、経済的合理性の観点から株主総会の特別決議による承認を要しないとした制度。 
2 一定の支配従属関係のある会社間の合併、会社分割及び全発行済株式の取得については、
経済的合理性の観点から被支配会社の株主総会の特別決議による承認を要しないとした制度
（会社法 784①、796①）。 
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照）。 
(図表2）
吸収合併 新設合併 吸収分割 新設分割 株式交換 株式移転
簡易組織再編行為 存続会社にあり
承継会社・
分割会社に
あり
分割会社に
のみあり
完全親会社
にあり
略式組織再編行為 あり あり あり
効力発生日
契約で定め
られた効力
発生日
設立会社の
成立日
契約で定め
られた効力
発生日
設立会社の
成立日
契約で定め
られた効力
発生日
設立会社の
成立日
 
 
以上が、会社法における組織再編行為の定義及び種類であるが、これらの会社法にお
ける組織再編行為を主としつつも、企業会計、法人税法はそれぞれが対象とする組織再
編行為を別途さだめている。 
 
第２節 会計基準における組織再編 
１．会計基準における組織再編の定義 
（１）企業結合会計基準 
 結合企業の会計処理を定めた「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成
20 年 12 月 26 日最終改正 以下「企業結合会計基準」という。）では、ある企業又はある企
業を構成する事業と他の企業又は他の企業を構成する事業とが 1つの報告単位に統合される
ことを企業結合と定義している（企業結合会計基準 5）。 
企業結合には、会社法における組織再編行為の他、営業譲渡及び連結財務諸表の対象会社
への投資行為を含む。企業結合は、取得、共同支配企業の形成及び共通支配下の取引に分類
され、それぞれの会計処理が次のように定められている。 
 イ．取得（企業結合会計基準 9,23） 
 「取得」とは、ある企業が他の企業又は企業を構成する事業に対する支配を獲得すること
をいう。被取得企業又は取得した事業の取得原価は、原則として、取得の対価（支払対価）
となる財の企業結合日における時価で算定する。 
 ロ．共同支配企業の形成（企業結合会計基準 11,38） 
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 「共同支配企業」とは、複数の独立した企業により共同で支配される企業をいい、「共同支
配企業の形成」とは、複数の独立した企業が契約等に基づき、当該共同支配企業を形成する
企業結合をいう。共同支配企業は、共同支配投資企業から移転する資産及び負債を、移転直
前に共同支配投資企業において付されていた適正な帳簿価額により計上する。 
 ハ．共通支配下の取引（企業結合会計基準 16,41） 
 「共通支配下の取引」とは、結合当事企業(又は事業)のすべてが、企業結合の前後で同一
の株主に最終的に支配され、かつ、その支配が一時的ではない場合の企業結合をいう。共通
支配下の取引により企業集団を移転する資産及び負債は、原則として、移転直前に付されて
いた適正な帳簿価額により計上する。 
 
（２）事業分離等会計基準 
 一方、事業を分離する企業の会計処理や結合当事企業の株主に係る会計基準を定めた「事
業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 27 日制定 以下「事業
分離等会計基準」という）では、ある企業を構成する事業を他の企業（新設される企業を含
む）に移転することを事業分離と定義している（事業分離等会計基準４）。分離元企業の会計
処理は、投資が清算されたか否かにより、次のように会計処理が定められている。 
 イ．移転した事業に関する投資が清算されたとみる場合（事業分離等会計基準 10(1)） 
 対価となる財貨の時価と、移転した事業に係る株主資本相当額との差額を移転損益として
認識するとともに、改めて当該受取対価の時価にて投資を行ったものとする。 
 ロ．移転した事業に関する投資が継続しているとみる場合（事業分離等会計基準 10(2)） 
 移転損益を認識せず、その事業を分離先企業に移転したことによる受け取る資産の取得価
額は、移転した事業に係る株主資本相当額に基づいて算定するものとする。 
 
 本稿では、以上の、企業結合会計基準及び事業分離等会計基準を「会計基準」と総称する
ことにする。会計基準においては、組織再編行為を合併、会社分割、事業譲渡・譲受、株式
交換、株式移転等3とし、結合企業の会計処理については、三つの分類により、事業を分離す
る企業の会計処理については、二つの分類によりそれぞれの会計処理を定めている。 
                                                  
3 「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（平成１５年１０月３１日 企業会計審
議会）四３では、指針の必要性についてふれ「合併、株式交換・株式移転、会社分割、営業
譲渡・譲受等、企業再編の形式ごとの連結財務諸表上及び個別財務諸表上の適用方法」を含
むとされている。 
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２．企業結会計基準が整備された背景 
企業会計審議会は、平成 15 年 10 月 31 日「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」
一において、企業結会計基準の設定の経緯につき、次の 2点説明している。すなわち、「連結
経営の定着といった企業行動の変化や取引の複雑化・高度化といった近年の経済実態の変化
に対応するために、既存の会計基準を改定する必要性や新しい会計基準を設定する必要性が
あるとの認識が高まってきている」、また「我が国企業の資金調達活動の国際化が進展し、海
外からの投資がより一般化するにつれ、我が国の会計基準を国際的水準に調和させる必要性
も広く認識されることになってきている」と記載している。前者は、企業行動の高度化に対
応した会計基準見直しの必要性、後者は、国際水準に対応した会計基準見直しの必要性とい
える。 
 このような背景には、平成 12 年 5 月、企業の組織再編成を容易にするための会社分割法制
を創設する商法改正法が成立し、企業結合が活発化したことが挙げられる。しかし、会計基
準の整備は立ち遅れ、連結財務諸表を除き企業結合に適用すべき会計処理基準は明確ではな
かった、ということが挙げられる。商法の規定の範囲内で幅広い会計処理が可能であった。
すなわち、企業結合により引き継いだ資産、負債については、時価以下の範囲であればその
評価は任意であったため、企業結合の経済実態を正しく認識できる会計基準が必要とされた。 
 また、国際会計基準等の海外の基準では、パーチェス法、持分プーリング法のいずれであ
っても企業結合により引き継いだ資産、負債を任意に評価替えする余地はなく、当時の我が
国の会計慣行とは大きくかけ離れていたため、投資情報の国際的な比較という観点から国際
水準に対応した企業結合に関する会計処理基準が必要とされた。 
 
３．企業結合会計基準の概要 
（１）取得と持分の結合 
 企業結合会計基準は、企業結合取引を持分が継続しているか否かという視点で分類し、そ
れぞれの会計処理を定めている。すなわち、「取得」とは、取得企業の持分は継続しているが
被取得企業の持分の継続はいったん断たれ、投資の清算が行われ改めて再投資が行われてい
るとみなされる企業結合であり、｢持分の結合｣とは、取得企業の持分、被取得企業の持分が
それぞれ継続しているとみなされる企業結合である。 
 このように、企業結合を取得と持分の結合に分類することは、企業結合において引き継ぐ
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資産及び負債をいかに評価するかということに影響する。すなわち、いずれかの結合当事企
業において持分の継続が断たれているとみなされるのであれば、資産及び負債は時価で引き
継がなければならない（企業結合会計基準７５）。なぜなら、持分の継続が断たれている結合
当事企業では、持分の清算により投資原価の回収計算がおこなわれ、再投資原価の測定がお
こなわれるが、回収計算、再投資原価は引き継ぐ資産及び負債は時価にほかならないからで
ある。 
 一方、いずれかの結合当事企業においても持分が継続されているとみなされる企業結合は、
資産及び負債は適正な帳簿価額で引き継がなければならない（企業結合会計基準７５）。なぜ
なら、持分が継続しているのであるから投資原価の回収計算、再投資原価の測定がおこなわ
れる必要がないからである。 
 
（２）持分の結合と共同支配企業の形成 
 持分の結合取引には、共同支配企業の形成とそれ以外がある。共同支配企業の形成とは、
複数の独立した企業が契約等に基づき、共同支配企業を形成する企業結合をいう。共同支配
企業の形成とみなされるためには、下記の 4つの要件を満たさなければならない（企業結合
会計基準 37）。 
 ①共同支配投資企業は複数の独立した企業から構成されていること 
 ②共同支配となる契約を締結していること 
 ③企業結合に際して支払われる対価の全てが原則として議決権ある株式であること 
 ④支配関係を示す一定の事実が存在しないこと4 
 持分の結合のうち、共同支配企業の形成については、資産及び負債は適正な帳簿価額で引
き継ぐ（企業結合会計基準 38）。一方、共同支配企業の形成以外の持分の結合については、
平成 20 年 12 月の改正により取得と取り扱うものとして、資産及び負債は時価で引き継ぐこ
ととされた（企業結合会計基準 70）5。 
 
（３）共通支配下の取引 
                                                  
4 一定の事実とは、①いずれかの結合当事企業による取締役会等の事実上の支配、②重要な
財務及び営業の決定においていずれかの結合当事企業が有利な立場にある契約等の存在及び
③企業結合日後 2年以内にいずれかの結合当事企業が投資した大部分の事業を処分する予定
があること（企業結合会計基準注８）。 
5共同支配企業の形成以外の持分の結合を取得となるもとのした理由は会計基準のコンバー
ジェンスを推進する立場から、とされる（企業結合会計基準 70）。 
8 
 企業集団内における組織再編行為に係る会計処理は、共通支配下の取引と少数株主との取
引がある。共通支配下の取引とは、結合当事企業(又は事業)のすべてが、企業結合の前後で
同一の株主に最終的に支配され、かつ、その支配が一時的ではない場合の企業結合をいう。
企業結合会計基準の対象は、連結財務諸表には及ばず、個別財務諸表に関する基準である。
共通支配下の取引における取得側、すなわち親会社の立場では、企業集団内の資産及び負債
の移転は内部取引であるため、個別財務諸表上は事業の移転元の適正な帳簿価額を基礎とし
て会計処理される（企業結合会計基準４１）。 
一方、少数株主との取引は、親会社が外部株主からの子会社株式の追加取得であるから、
親会社の立場では外部取引と考えられるため、子会社株式の追加取得原価は時価をもって算
定する（企業結合会計基準４５）。 
  
（４）事業分離等会計基準における取扱い 
 事業分離等会計基準においては、被取得企業の持分という観点から、投資の清算と投資の
継続という分類が行われるが、引き継ぐ資産及び負債の評価という点では企業結合会計基準
と整合性のある取扱いとなっている（事業分離等会計基準 10(1)(2)）。すなわち、企業結合
会計基準で資産、負債の引継ぎが時価で行われるとされる行為については、事業分離等会計
基準でも時価で行われるとされる。一方、企業結合会計基準で資産、負債の引継ぎが適正な
帳簿価額で行われるとされる行為については、事業分離等会計基準でも適正な帳簿価額で行
われるとされる。以上をまとめると、企業結合会計基準と事業分離等会計基準の分類と基本
的な会計処理は、図表 3のようになる。 
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投資の清算
共同支配企業の
形成以外の持分
の結合
共同支配企業の
形成
共通支配下の取
引(内部取引）
少数株主との取
引 投資の清算
上記、①において資産及び負債の引継ぎは時価でおこなわれる。
上記、③において資産及び負債の引継ぎは適正な帳簿価額でおこなわれる。
上記、⑤において追加取得する子会社株式は時価でおこなわれる。
(図表3）
共通支配下
の取引
⑤継続 ⑤非継続（投資の清算
と再投資）
④継続（企業集団内の内部取引）
投資の継続
企業結合会計基準 事業分離等会計基準
取得
持分の結合
取得企業の持分 被取得企業の持分
上記、②において資産及び負債の引継ぎは適正な帳簿価額でおこなわれる（平成20年12月
の改正により廃止）。
上記、④において資産及び負債の引継ぎは適正な帳簿価額でおこなわれる（個別財務諸
表）。
①継続 ①非継続（投資の清算
と再投資）
②継続
③継続 ③継続
②継続
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第 3節 会社法及び会計基準における取得の会計処理 
１．承継する資産・負債の価額 
（１）取得原価の算定 
 会計基準においては、共同支配企業の形成、共通支配下の取引という特殊な環境下におけ
る組織再編行為を除き、組織再編行為は取得とされ、承継する資産・負債の価額は時価で評
価される。取得の会計処理は、取得企業の決定、取得原価の算定、取得原価の配分、のれん
の計上という過程を経ることになる。 
 この場合、被取得企業又は取得した事業の取得原価は、取得対価となる財の時価で算定す
るのが原則である。ただし、取得対価が現金以外の資産の引渡し、負債の引受け又は株式の
交付の場合には、取得対価となる財の時価と被取得企業又は取得した事業の時価のうち、よ
り高い信頼性をもって測定可能な時価で算定する（企業結合会計基準 23）。このような２つ
の取得原価の考え方は、会社計算規則においても同様に規定されている（会社計算規則８①）。 
 
（２）取得原価の配分 
 取得原価は、被取得企業から受け入れた資産、引受けた負債のうち企業結合日時点で識別
可能なものの企業結合日時点での時価を基礎として配分される（企業結合会計基準 28）。こ
こでいう取得原価の配分とは、時価で測定された取得原価総額を識別可能な資産、負債に配
分するということではない。承継する資産・負債の価額はそれぞれ時価で評価し受け入れる
ということである。時価で測定された取得原価と承継する資産・負債の時価総額は、必ずし
も一致せず、両者の差額としてののれんが発生する。 
 
２．のれんの計上 
 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成１５年１０月３１日）二８において、
のれんとは、被取得企業又は取得した事業の取得原価が、取得した資産及び引受けた負債に
配分された純額を超過する額をいい、不足する額は負ののれん、とされる。かかるのれんは、
取得原価、承継する資産・負債をそれぞれ時価で評価する取得の会計処理特有のものであり、
承継する資産・負債を適正な帳簿価額でうけいれる共同支配企業の形成、共通支配下の取引
では発生しない6。このような取得におけるのれんの考え方は、会社計算規則においても同様
                                                  
6 共通支配下の取引のうち、子会社株式の追加取得など少数株主との取引においては、子会
社株式の時価と減少する少数株主持分の差額が連結財務諸表上はのれんとして計上される。 
11 
に規定され（会社計算規則 12）、取得以外においてはのれんの計上を禁止している（会社計
算規則 15）。 
 
３．株主資本の計算 
取得企業が、企業結合の対価として新株を発行した場合、増加資本をどのように計算する
か問題となる。「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基
準委員会 平成１９年１１月１５日最終改正 以下「適用指針」という）79 では、企業結合
の対価として新株を発行した場合には資本金又は資本剰余金を増加させ、増加すべき払込資
本の内訳は会社法の規定に基づき決定する、とされる。取得とされる吸収合併について、会
社法は、増加する株主資本を次のように定めている。 
①．株主払込資本変動額 
増加する株主資本の総額は、株主払込資本変動額とされる。ここにいう株主払込資本変動
額とは、交付された存続会社の株式の時価をいう7（会社計算規則 58②1）。 
②．増加する資本金 
株主払込資本変動額の範囲内で合併契約の定めに従い定めた零以上の額（会社計算規則 58
①1 ロ）。 
③．増加する資本準備金 
株主払込資本変動額から増加させた資本金の額を減じて得た額の範囲内で合併契約の定め
に従い定めた零以上の額（会社計算規則 58①2 ロ）。 
④．増加するその他資本剰余金 
株主払込資本変動額から増加させた資本金及び資本準備金の額を減じて得た額（会社計算
規則 58①3）。 
 ⑤．利益準備金、その他の利益剰余金 
変動しない（58①4）。 
このように、取得企業が、企業結合の対価として新株を発行した場合には、払込資本のみ
を増加させ、利益剰余金は増加することはない。資本取引と損益取引を区別する要請から、
新株発行による企業結合の投資原価は払込資本として処理することになる。以上の会社法及
び会計基準における取得の会計処理をまとめると、図表４のようになる。 
                                                  
7 合併対価として自己株式を交付した場合には自己株式の帳簿価額を減ずる（会社計算規則
58②1ロ(②)）。 
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(図表4）
会社計算
規則
企業結合
会計基準
適用指針
承継する資産・負債の価額
合併対価の時価その他当該
財産の時価を適切に算定す
る方法をもって測定
８① 23
のれんの計上
資産、負債については識別
可能なものに取得原価を配
分したうえで、合併対価の
時価と資産・負債への取得
原価の配分額との差額をの
れんとして計上
12 31
資本金の額
株主払込資本変動額の範囲
内で合併契約の定めに従い
定めた零以上の額
58①1ロ 79
資本準備金の額
株主払込資本変動額から増
加させた資本金の額を減じ
て得た額の範囲内で合併契
約の定めに従い定めた零以
上の額
58①2ロ 79
その他資本剰余金の額
株主払込資本変動額から増
加させた資本金及び資本準
備金の額を減じて得た額
58①3 79
利益準備金の額 変動しない 58①４ 384
その他利益剰余金の額 変動しない 58①５ 384
（注）会社計算規則における条文は吸収合併における増加資本を引用している。
対
価
に
株
式
が
含
ま
れ
る
場
合
内容
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第２章 組織再編税制の現状 
第 1節 組織再編税制の概要 
１．法人税法における組織再編の概要 
 法人税法においては、会社法における４つの組織再編行為（合併、会社分割、株式交換お
よび株式移転）のほか、現物出資及び事後設立を組織再編税制の枠組みで整理している（法
法 62 の 2、62 の 3、62 の 4、62 の 5、61 の 2⑩）。これら６つの組織再編行為は、適格か否
かにより組織再編税制の取扱いが異なる。 
 適格組織再編の定義については、法人税法において下記の条文に定義され、それぞれ適格
とされるための要件が定められている。適格組織再編とされるための要件については、本章
３節においてのべる。 
①適格合併（法法２十二の八） 
②適格分割（法法２十二の十一） 
③適格現物出資（法法２十二の十四） 
④適格事後設立（法法２十二の十五） 
⑤適格株式交換（法法２十二の十六） 
⑥適格株式移転（法法２十二の十七） 
適格組織再編においては、資産を移転した法人が移転する資産等に対する支配を継続
しているため、移転資産に関する譲渡損益は繰り延べられる。移転資産に関する支配が
継続している場合に、譲渡損益を繰り延べることは、平成 13年の税制改正以前において
も、合併（旧法法 27等）、現物出資（旧法法 51）及び事後設立（旧法基通 10-7-1）にお
いても認められていた。かかる経緯により、会社法において組織再編行為として位置づ
けされていない現物出資、事後設立は、法人税法において組織再編税制に位置づけられ
ている。 
   
２．会社法と法人税法及び会計基準との対比 
 会社法における組織再編行為、現物出資及び事業の譲渡について、組織再編税制における
適格組織再編か否かの区分、会計基準における取得か否かの区分、及び事業分離等会計基準
における投資の清算か否かの区分をまとめると、それぞれ図表５のようになる。 
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会社法28
①
会社法
467
吸収合併 新設合併 吸収分割 新設分割 現物出資 事業の譲渡等
適格 ○ ○ ○
○(事後
設立）
非適格 ○ ○ ○
○(事後
設立）
取得 ○ ○ ○
共同支配企
業の形成
○ ○ ○
共通支配下
の取引
○ ○ ○
投資の清算 ○ ○ ○
投資の継続 ○ ○ ○
○
○
○
(図表5）
左記以外
株式交換 株式移転
会社法における組織再編
合併
○
法人税法、企業会計における
区分
○
○
○
○
○
○ ○
法人税法におけ
る組織再編行為
の区分
分割
企業結合会計基
準における組織
再編行為の区分
事業分離等会計
基準における組
織再編行為の区
分
○
○
○
 
３．組織再編税制が整備された背景 
（１）会社分割法制を創設する商法改正法への対応 
 平成 12 年 5 月の商法改正により会社分割の制度が創設されたことをうけて、平成 13 年度
税制改正において、法人税法に組織再編税制が導入された。組織再編税制の基本的な考え方
は政府税調の資料である「会社分割・合併等の企業組織再編成に係る税制の基本的考え方」8
（以下「基本的考え方」という）に基づいているとされる。 
 基本的考え方では、「税制としても、企業組織再編成により資産の移転をおこなった場合に
その取引の実態に合った課税をおこなうなど、適切な対応を行う必要がある。」9とし、平成
12年5月の商法改正により会社分割の制度が創設されたことを受けた税制上の対応を組織再
編税制の必要性としている。 
 
（２）合併・現物出資などの資本等取引と整合性のある課税のあり方 
 基本的考え方では、現物出資、合併については平成平成 13 年度税制改正以前から課税繰延
に関する規定があり、組織再編に係る課税のあり方を検討するにあたっては、全体として整
                                                  
8税制調査会第２回総会（平成１２年１０月３日）資料。 
9基本的考え方 第一「基本的な考え方」（１）引用。 
15 
合的な考え方に基づき整備する必要がある10、としている。 
 
（３）資産の譲渡損益の取扱い 
 基本的考え方では、組織再編により移転する資産の譲渡損益については、原則として、移
転資産の譲渡損益の取扱いとしつつも、移転する資産に対する支配が再編成後も継続してい
ると考えられる場合には、移転資産の譲渡損益の計上を繰り延べることが適当である11、と
している。 
 
（４）株主における株式譲渡益課税 
 基本的考え方では、分割法人や被合併法人の株主の旧株の譲渡損益についても、原則とし
て、譲渡損益の取扱いとしつつも、株主の投資が継続していると考えられる場合には、譲渡
損益の計上を繰り延べることが適当である12、としている。 
 
（５）みなし配当の取扱い 
 基本的考え方では、分割法人や被合併法人の株主について、取得した株式等の交付が分割
法人や被合併法人の利益を原資として行われたと認められる場合には、配当が支払われたと
みなして課税するのが原則としつつも、移転資産の譲渡損益が繰り延べられる場合には、利
益積立金額は新設・吸収法人等に引継ぎ配当とみなされる部分はないものと考えられる13、
としている。 
 
４．組織再編税制の考え方 
(1）資産に対する支配が再編成後も継続している場合 
基本的考え方では、移転する資産に対する支配が再編成後も継続していると考えられる場
合には、移転資産の譲渡損益の計上を繰り延べることが適当とし、移転する資産に対する支
配が再編成後も継続していると考えられる場合として①企業グループ内の組織再編成14、②
                                                  
10基本的考え方 第一「基本的な考え方」（２）参照。 
11基本的考え方 第一「基本的な考え方」（３）参照。  
12基本的考え方 第一「基本的な考え方」（４）参照。  
13基本的考え方 第一「基本的な考え方」（４）参照。  
14 ただし、事業単位での資産の移転、移転事業の継続を要件とすることを求めている。 
16 
共同で事業を行うための組織再編成をあげている15。ただし、通常の売買取引と区別する観
点から、移転資産の対価として金銭等の株式以外の資産が交付される場合には移転資産の譲
渡損益を繰り延べることは適当でない16、としている。 
 また、基本的考え方では、移転資産の譲渡損益の計上を繰り延べることが認められ、資産
の移転が帳簿価額により処理される場合には、従前の課税関係を継続させることが適当であ
ると認められることから、利益積立金額についても引継ぎを行うことが適当である、として
いる。一方、移転資産の譲渡損益の計上の繰り延べが認められず、資産の移転が原則どおり
時価により処理される場合には、利益積立金額の引継ぎは行わないとすべき17、としている。 
 さらに、基本的考え方では、移転資産の譲渡損益の計上の繰り延べられる場合には、その
資産に関して適用される諸制度や引当金等の引継ぎについても、基本的に従前の課税関係を
継続させる観点から、組織再編の形態に応じて必要な措置を考えるべきである18、としてい
る。 
 
(２) 株主に対する課税 
イ．株式の譲渡損益の取扱い 
基本的考え方では、分割法人や被合併法人の株主の旧株の譲渡損益についても、原則とし
て、譲渡損益の取扱いとしつつも、株主の投資が継続していると考えられる場合には、譲渡
損益の計上を繰り延べることが適当である19、としている。さらに、投資の継続性は、株式
を実質的に継続保有しているとみることができる場合に認められ、基本的には、株主が金銭
などの株式以外の資産の交付を受けるか否かにより判定することが適当である、としている。 
ロ．みなし配当 
基本的考え方では、新設・吸収法人や合併法人の新株の交付をうけた分割法人や被合併法
人の株主においては、移転資産の譲渡損益の計上の繰り延べが認められず、資産の移転が原
則どおり時価により処理される場合には、利益を原資とする部分があると認められるときは、
                                                  
15 ただし、事業関連性、事業規模が著しく異ならないこと、相当数の従事者の引継ぎ、取得
した株式の継続保有、事業単位での資産の移転、移転事業の継続を要件とすることを求めて
いる。 
16基本的考え方 第二「資産等を移転した法人の課税」一「移転資産の譲渡損益の取扱い」
参照。 
17基本的考え方 第二「資産等を移転した法人の課税」二「資本の部金額の取扱い」参照。  
18基本的考え方 第四「各種引当金の引継ぎ等」参照。  
19基本的考え方 第三「株主の課税」一「株式の譲渡損益の取扱い」参照。  
17 
その部分についてはみなし配当とすべきである、としている。いっぽう、移転資産の譲渡損
益の計上の繰り延べが認められ、資産の移転が帳簿価額により処理される場合には、利益積
立金額が新設・吸収法人や合併法人に引き継がれることから、配当とみなされる部分は無い
と考えるのが適当である20、としている。 
 
（３）租税回避の防止 
 基本的考え方では、資産の売買取引を組織再編成による資産の移転とするなど、租税回避
の手段として乱用されるおそれがあるため、組織再編成に係る包括的な租税回避防止規定を
設ける必要がある21、としている。 
 以上の、基本的考え方は現在の組織再編税制に反映されており、組織再編税制の趣旨の理
解するうえで非常に有益である。基本的考え方に示された組織再編税制の特長をまとめると、
図表 6のとおりとなる。 
 
                                                  
20基本的考え方 第三「株主の課税」二「みなし配当の取扱い」参照。  
21基本的考え方 第五「租税回避の防止」参照。   
18 
(図表6）
移転する資産に対する支配が継
続
移転する資産に対する支配が
継続していない
①企業グループ内の組織再編成
②共同事業を行う場合の組織再
編成
左記以外
移転する資産の譲渡損
益 繰延 繰延しない
移転する資産の価額 時価 帳簿価額
利益積立金の引継ぎ あり なし
みなし配当 なし あり（利益積立金額を原資と
する部分）
各種引当金等の引継ぎ あり なし
株主の投資が継続 株主の投資が継続していない
金銭等の交付がない場合 金銭等の交付がある場合
株主の譲渡損益 繰延 繰延しない
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第２節 非適格組織再編税制 
１．移転資産等の譲渡損益 
（１）被合併法人等における処理 
被合併法人が合併により資産及び負債の移転をしたときは、当該移転をした資産又は負債
を当該合併の時の価額により譲渡をしたものとして、所得の金額が計算される（法法 62①）。
組織再編により移転する資産の譲渡損益については、移転資産の譲渡損益とすることが原則
である旨が定められている。 
この規定は、有償又は無償による資産の譲渡は益金の額に算入する（法法 22②）、という
所得計算規定の原則と同じ内容であるが、平成 13 年税制改正前は、合併における資産等のキ
ャピタルゲインにつき合併法人が任意に計上できるものとされていたため、資産等の移転を
行った場合における税制上の取扱いの原則に則り、組織再編における資産等の移転があった
場合にも譲渡損益の計上を行うことが原則であることを明らかにするために定められている
22。 
 
（２）合併法人等における処理 
 合併法人が、非適格組織再編により資産等の移転を受けた場合の法人税法上の受入価額に
ついては、時価で取得したものとして処理される。非適格組織再編により減価償却資産の移
転をうけた場合の償却限度額の計算となる取得価額は、その取得の時における当該資産の取
得のために通常要する価額（法令 54 六イ）、すなわち時価となる23。非適格組織再編による
資産等の受入が時価であるという点については、合併法人において時価未満で受け入れた場
合、受入不足額については非適格組織再編行為の日の属する事業年度前の損金経理額（減価
償却超過額）とみなされることからも明らかである（法法 31⑤、法令 61 の 4）。 
 
２．資本等の額及び利益積立金額の処理 
（１）被合併法人等における処理 
 被合併法人において、移転資産の譲渡損益の計上の繰り延べが認められず、資産の移転が
原則どおり時価により処理される非適格組織再編では、利益積立金額の引継ぎは行われず24、
                                                  
22 武田昌輔 編著 「コンメンタール法人税法」第３巻 3605の 2頁 沿革 参照。 
23法令54六ロに規定する「当該資産を事業の用に供するために直接要した費用の額」を含む。 
24 適格合併において法令 9五は、被合併法人の合併の日の前日の利益積立金を承継法人に引
き継ぐものと定めているが、非適格合併については特段の規定はない。 
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合併により解散する場合には、合併の日の前日までをみなし事業年度とし（法法 14 二）、解
散事業年度の所得計算を行う。 
 
（２）合併法人等における処理 
合併法人において、非適格組織再編により利益積立金額は増減しない（法令 9）。移転資産
の譲渡損益の計上の繰り延べが認められず、資産の移転が原則どおり時価により処理される
非適格組織再編では、利益積立金額の引継ぎは行われない。 
また、合併法人における資本金等の額の増加額は、移転を受けた資産及び負債の時価から、
当該合併による増加資本金25及び合併法人株式以外の交付金銭等の価額を減額した金額、と
される（法令 8五）。非適格組織再編においては、利益積立金額の引継ぎは行わないので、移
転を受けた資産及び負債の時価相当額が資本金等の金額とされる。 
 
３．交付資産等と受入純資産額に差異が生じた場合  
（１）資産調整勘定 
 非適格組織再編では、合併法人は、により資産等の移転を時価で受けいれ、金銭及び合併
法人の株式等（以下「交付資産等」という。）を交付する。合併法人は、交付資産等の価額が
受け入れた純資産の時価（以下「受入純資産額」という。）を超えた場合には、資産調整勘定
を計上する。すなわち、「交付した金銭及び金銭以外の資産の価額の合計額が移転を受けた資
産の及び負債の時価純資産価額を超える金額のうち資産等超過差額以外の金額を資産調整勘
定とする」（法法 62 の 8①）、とされ、「資産調整勘定は 60 ヶ月で除した金額に当該事業年度
の月数を乗じて計算した金額を減額しなければならない」（法法 62 の 8④）、とされる。 
 資産等超過差額とは、支払対価の著しい時価の変動26（法規 27 の 16 一）及び消滅会社の
欠損金利用（法規 27 の 16 二）により生じ、取崩はされない。 
 
（２）負債調整勘定 
合併法人は、交付資産等の価額が受入純資産額に満たない場合には、負債調整勘定を計上
する。すなわち、「非適格合併等対価額が当該被合併法人から移転を受けた資産及び負債の時
価純資産価額に満たないときは、その満たない部分の金額は、負債調整勘定の金額とする」
                                                  
25 被合併法人の株主対する新株等に対応する金額。 
26 交付時価額が約定時価額の二倍を超える場合に限る（法規 27 の 16 一）。 
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（法法 62 の 8③）、とされる。これは、差額負債調整勘定の金額と称される（法法 62 の 8⑦）。 
負債調整勘定には、退職給与債務引受額（法法 62 の 8②一）及び短期重要債務見込額27（法
法 62 の 8②二）も含まれることになる。退職給与債務引受額は、会計上の退職給付引当金と
され（法令 123 の 10⑦）、退職給与引受従業者が退職したとき又は退職給与を支給したとき
に取崩す（法法 62 の 8⑥一）。短期重要債務見込額は、移転を受けた事業に係る将来の債務
で、その履行が合併の日から 3 年以内に見込まれるものとされ（法法 62 の 8②二）、短期重
要債務見込額に係る損失が生じ、若しくは合併の日から 3年が経過した場合に取り崩す（法
法 62 の 8⑥二）。差額負債調整勘定は、交付資産等の合計額が受入純資産額に満たない部分
の金額とされ、60 ヶ月で除した金額に当該事業年度の月数を乗じて計算した金額を減額する
（法法 62 の 8⑦）。 
 
（３）資産調整勘定と負債調整勘定の仕訳 
以上のように、非適格組織再編においては、資産調整勘定が生じる場合と差額負債調整勘
定が生じる場合がある。資産等超過差額は、資産調整勘定が生じる場合に認識されるが、退
職給与債務引受額及び短期重要債務見込額は、資産調整勘定が生じる場合及び差額負債調整
勘定が生じる場合のいずれの場にも存する。以上の関係を税務仕訳で示すと次のとおりとな
る。 
 
科目 金額 科目 金額
承継資産（営業権を含む 時価 承継負債 時価
資産等超過差額 ×× 退職給与債務引受額 ××
資産調整勘定 差額 短期重要債務見込額 ××
交付金銭等 時価
借方 貸方
 
 
科目 金額 科目 金額
承継資産（営業権を含む 時価 承継負債 時価
退職給与債務引受額 ××
短期重要債務見込額 ××
差額負債調整勘定 差額
交付金銭等 時価
借方 貸方
 
 
                                                  
27 資産の取得価額の合計額の 20％を超える場合に限る（法令 123 の 10⑧）。 
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第 3節 適格組織再編税制 
１．適格要件 
（１）適格組織再編の前提 
適格組織再編に該当するためには、適格組織再編の前提条件を満たし、かつ、適格組織再
編が想定する２つの組織再編の形態のいずれかに該当する必要がある。合併においては、適
格要件を充足するには株式以外の資産が交付されないことを前提としている28。組織再編税
制においては、第２節で述べたように、移転する資産及び負債は時価で譲渡されたとするの
が原則である。その特例として、適格組織再編とされる場合に、移転資産の譲渡損益の計上
を繰り延べるのであるから、譲渡として取り扱う原則に対する特例の前提として、対価を株
式に限定したものである。組織再編の対価として、株式以外の資産である金銭等が交付され
た場合には、組織再編による資産等の移転は譲渡となんら変わることはなくなるため、適格
組織再編とされず、原則どおり譲渡損益を認識することになる。 
 
（２）適格組織再編の 2つの形態 
 イ．企業グループ内の組織再編 
 組織再編税制が想定する適格組織再編には、企業グループ内の組織再編と共同事業を営む
ための組織再編がある。すなわち、移転する資産に対する支配が再編成後も継続していると
考えられる場合として企業グループ内の組織再編成と共同で事業を行うための組織再編成に
限定している。 
 （イ）．概要 
 企業グループ内の組織再編とは、資本関係のある会社間での組織再編行為をいう。この場
合には、もともと資本関係を通じて経済的に支配関係が成立していたのであるから移転する
資産に対する支配が再編成後も継続していると考えられる。資本による支配関係は持分比率
により支配の強弱がことなるため、法人税法は、企業グループ内の組織再編を次の２つに区
分し適格とされる要件に差異を設けている。 
 （ロ）．100％の持分関係 
 組織再編当事会社間において、いずれか一方の法人が発行済株式の全部を直接又は間接に
                                                  
28 ここでいう株式以外の資産には、次のものはふくまれない。剰余金の配当、利益の配当又
は剰余金の分配として交付される金銭その他の資産及び合併に反対する株主等に対する買取
請求に基づく対価として交付される金銭等（法法 2十二の八）。 
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保有する関係がある場合の組織再編は、適格組織再編とされる。この場合には、次の（ハ）
に記載する要件は課されない。 
 （ハ）．50％超 100％未満の持分関係 
 組織再編当事会社間において、いずれか一方の法人が発行済株式の総数の 100 分の 50 を超
え、かつ、100 分の 100 に満たない数を直接又は間接に保有する関係がある場合の組織再編
で次に掲げる要件の全てに該当する場合には、適格組織再編とされる。 
①資産引継要件29 
②従業者引継要件 
③事業引継要件 
 ロ．共同事業を営むための組織再編 
共同事業を営むための組織再編とは、企業グループ内の組織再編以外の資本関係あるいは
まったく資本関係を持たない会社間で共同事業を行うための組織再編である。このような組
織再編は、無条件に移転する資産に対する支配が再編成後も継続しているとはされず、上記
の①から③の要件に加えて、次に掲げる要件の全てに該当する場合には適格組織再編とされ
る30。 
④事業関連性要件 
⑤事業規模要件 
⑥役員引継要件 
⑦株式継続保有要件 
 
（３）適格組織再編の 7つの要件の内容 
 イ．資産引継要件 
 分割では、「当該分割により分割事業（分割法人の分割前に営む事業のうち、当該分割によ
り分割承継法人において営まれることとなるものをいう。ロにおいて同じ。）に係る主要な資
産及び負債が当該分割承継法人に移転していること」（法法 2十二の十一ロ（１））とされ、
主要な資産及び負債の引継ぎに関する要件が定められている。移転を求められる主要な資産
及び負債の判定については、「分割法人が当該事業を営む上での当該資産及び負債の重要性の
ほか、当該資産及び負債の種類、規模、事業再編計画の内容等を総合的に勘案して判定する」
                                                  
29 合併、株式交換及び株式移転の場合には資産引継要件が課されていない。 
30 事業規模要件と役員引継要件についてはいずれか一方を満たせばよい。 
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（法基通１-４-８）、とされる。 
 ロ．従業者引継要件 
 合併では、「被合併法人の当該合併直前の直前の従業者のうち、その総数のおおむね百分の
八十以上に相当する数の者が当該合併後に当該合併に係る合併法人の業務に従事することが
見込まれていること」（法法 2十二の八ロ（１））とされ、従業者の引継ぎに関する要件が定
められている。従業者の範囲については、「役員、使用人その他の者で、合併の直前において
被合併法人の合併前に営む事業に現に従事する者」（法基通１-４-４）とされる。 
ハ．事業引継要件 
合併では、「被合併法人の当該合併前に営む主要な事業が当該合併後に当該合併に係る合併
法人において引き続き営まれることが見込まれていること」（法法 2十二の八ロ（２））とさ
れ、事業の引継ぎに関する要件が定められている。複数の事業を営む場合に、何が主要な事
業かの判定にはついては、「それぞれの事業に属する収入金額又は損益の状況、従業者の数、
固定資産の状況等を総合的に勘案して判定する」（法基通１-４-５）とされる。 
 ニ．事業関連性要件 
 合併では、「合併に係る被合併法人の被合併事業（括弧書き略）と当該合併に係る合併法人
の合併事業（括弧書き略）とが相互に関連するものであること」（法令４の２④一）とされ、
組織再編当事会社間の事業の関連性が必要とされる。被合併法人の事業は、「当該被合併法人
の当該合併前に営む主要な事業のうちのいずれかの事業をいう」（法令４の２④一括弧がき）
とされ、中核事業であることが求められる。事業の関連性の有無は組織再編当事会社が検討
する問題であるが、次の場合には、事業の関連性があるものとされる（法規３）。 
（イ）同種の事業 
（ロ）商品、資産若しくは役務又は経営資源とが同一のもの又は類似するもの 
（ハ）合併時点において合併後にシナジーが見込まれている場合 
ホ．事業規模要件 
 合併では、「当該合併に係る被合併法人の被合併事業と当該合併に係る合併事業（当該被合
併事業と関連する事業に限る。）のそれぞれの売上金額、当該被合併事業と合併事業のそれぞ
れの従業者の数、当該被合併法人と当該合併法人（括弧書き略）のそれぞれの資本金の額若
しくは出資金の額若しくはこれらに準ずるものの規模の割合がおおむね５倍を超えないこ
と」（法令４の２④二前段）とされ、組織再編当時会社間の事業規模等が一定の範囲内である
ことが要件とされる。「これらに準ずるもの」とは、「客観的・外形的にその事業の規模を表
25 
すものと認められる指標をいう」（法基通１-４-６）とされる。 
ヘ．役員引継要件 
合併では、「当該合併前の当該被合併法人の特定役員（括弧かき略）のいずれかと当該合併
法人（括弧かき略）の特定役員のいずれかとが当該合併後に当該合併に係る合併法人の特定
役員となることが見込まれていること」（法令４の２④二後段）とされ、組織再編当事会社の
各々から特定役員の引継ぎが要件とされる。ここでいう特定役員とは、「社長、副社長、代表
取締役、代表執行役、専務取締役若しくは常務取締役又はこれらに準ずる者で法人の経営に
従事している者をいう」（法令４の２④二後段括弧書き）とされる。 
ト．株式継続保有要件 
 合併では、「合併の直前の当該合併に係る被合併法人の株主等で当該合併により交付を受け
る合併法人の株式又は法第２条第十二号の八に規定する合併親法人株式のいずれか一方の株
式（括弧書き略）の全部を継続して保有することが見込まれる者（括弧かき略）が有する当
該合併に係る被合併法人の株式（括弧かき略）の数を合計した数が当該被合併法人の発行済
株式等（括弧かき略）の総数の百分の八十以上であること」（法令４の２④五）とされ、被合
併法人の株主のうち 80％以上の株式を有する株主らが、交付を受ける株式を継続して保有す
る見込であることが要件とされる。 
 
（４）組織再編の形態と適格要件のまとめ 
 適格組織再編に該当するためには、適格組織再編の前提条件を満たし、適格組織再編が想
定する２つの組織再編の形態のいずれかに該当し、それぞれ求められる要件を満たさなけれ
ばならない。組織再編の合併、分割といった形態別に、法人税法が求めている要件の関係を
整理すると図表７のとおりとなる。 
会社法では、「合併により消滅する会社の権利義務の全部を合併後存続する会社に承継
させる」（会社法２二十七）ことが合併であり、資産引継要件は会社法上の要請であるため、
法人税法上では資産引継要件が求められていない。また、株式交換及び株式移転は、資産及
び負債の移転を伴うものではないため、法人税法上では資産引継要件が求められていない。 
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(図表7）
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法法２十
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法法２十
二の十六
法法２十
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法法２十
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法法２十
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法法２十
二の八イ
法法２十
二の十六
イ
法法２十
二の十七
イ
法法２十
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イ
資産引継要件
法法２十
二の十四
ロ（１）
従業者引継要
件
法法２十
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法法２十
二の十六
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法法２十
二の十七
ロ（１）
法法２十
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ロ（２）
事業引継要件
法法２十
二の八ロ
（２）
法法２十
二の十六
ロ（２）
法法２十
二の十七
ロ（２）
法法２十
二の十四
ロ（３）
法法２十
二の八ハ
法法２十
二の十六
ハ
法法２十
二の十七
ハ
法法２十
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法令4の２
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法令4の３
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法令4の２
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法令4の２
④五
法令４の
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２⑧六ロ
法令4の２
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法令4の３
/２１/五,
六
法令4の２
⑫六
法令4の２⑧二 法令4の２⑰二
法令4の３
/２１/二
法令4の２
⑫二
法法２十二の十一ハ
適格株式
移転
適格現物
出資
適格事後
設立
共同事業を行うための組織再編
50％超100％
未満の持分関
係
法法２十二の十一イ
法法２十二の十一ロ
（１）
法法２十二の十一ロ
（２）
法法２十二の十一ロ
（３）
法令4の２
④二
企業グループ内
組織再編
法令4の２⑧一事業関連性要件
事業規模要件
役員引継要件
株式継続保有要件
適格株式
交換
株式以外の金銭の交付がないこと
適格分割
法法２十二の十一
適格合併
 
 
２．基本的考え方と適格要件との関係 
（１）基本的考え方の反映 
基本的考え方では、移転する資産に対する支配が再編成後も継続していると考えられる場
合には、移転資産の譲渡損益の計上を繰り延べることが適当としている。組織再編前後で移
転する資産に対する支配が継続していることが、移転資産の譲渡損益計上の繰り延べを例外
的に認める適格組織再編の必要条件である。7 つの要件が、移転する資産に対する支配の継
続性、投資の継続性を正しく反映しているか検討する。 
 
（２）50％超 100％未満の持分関係の要件 
企業グループ内の組織再編のうち、50％超 100％未満の持分関係において適格組織再編と
されるためには資産引継要件、従業者引継要件、事業引継要件が課される。主要な資産及び
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負債の引継ぎがなければ移転資産の譲渡損益計上の繰り延べという適格組織再編税制の適用
を検討する必要もないであろうから、資産引継要件が移転する資産に対する支配の継続性を
判断する要件であることに問題はない。また、通常の資産及び負債の譲渡と事業の移転に伴
う資産及び負債の移転を区別するために、事業引継要件が課される移転する資産に対する支
配の継続性を判断する要件であることに問題はない。 
しかし、組織再編にあたり従業者の百分の八十以上の従事者を引き継ぐことと、移転する
資産に対する支配の継続性の相関関係については疑問が残る。従業者の引き継ぎと、移転す
る資産に対する支配の継続性の相関関係はうすいと思われる。なぜなら、資産及び負債は事
業を行うために移転するのであり、事業の継続により移転する資産及び負債に対する支配の
継続性が担保されるのであって、合併法人の従業者のみが取得した事業を継続しても移転す
る資産及び負債に対する支配は可能といえるからである。従業者引継要件と資産に対する支
配の継続性の相関関係については、今後も検討する必要がある。 
 
（３）共同事業を営むための組織再編の要件 
共同事業を営むための組織再編が適格組織再編とされるためには、50％超 100％未満の持
分関係に課された 3要件に加え、事業関連性要件、事業規模要件又は役員引継要件、及び株
式継続保有要件が課される。基本的考え方では、株主の旧株の譲渡損益についても、原則と
して、時価による譲渡損益の取扱いとしつつ、株主の投資が継続していると考えられる場合
には、譲渡損益の計上を繰り延べることが適当である、としている。企業グループ内の組織
再編については、投資の継続性が担保されるが、資本関係のない会社間では投資の継続性が
担保されるとは限らないので、株式継続保有要件は、投資の継続性が具体化されたものとい
える31。 
事業関連性要件、事業規模要件又は役員引継要件については、移転する資産に対する支配
の継続性、投資の継続性との相関関係に疑問が残る。事業関連性要件、事業規模要件又は役
員引継要件は、共同事業の形成の要件を具現化したものであるが、そもそも資本関係のない
会社間の共同事業を営むための組織再編により、移転する資産に対する支配の継続性、投資
の継続性がなぜ担保されるのかが明確ではない。共同事業を営むための組織再編と移転する
                                                  
31 しかし、投資の継続性は、株式を実質的に継続保有しているとみることができる場合に認
められ、基本的には株主が金銭などの株式以外の資産の交付を受けるか否かにより判定され
るべきであり、適格組織再編は株式以外の資産が交付されないことを前提としているから、
共同事業を営むための組織再編に再掲する必要性はうすいと考える。 
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資産に対する支配の継続性、投資の継続性については、今後も検討する必要がある。 
 
３．移転資産等の譲渡損益 
（１）被合併法人等における処理 
合併を例にすると、被合併法人において適格組織再編により資産等を移転した場合には、
「資産および負債の当該適格合併に係る最終事業年度終了の時の帳簿価額として政令で定め
る金額による引継ぎをしたものとして、当該内国法人の各事業年度の所得の金額を計算する」
（法法 62 の 2①）とされる。ここでいう「帳簿価額として政令で定める金額」とは、「当該
適格合併に係る同項に規定する最終事業年度終了の時の帳簿価額」（法令123の3①）とされ、
いわゆる税務上の帳簿価額32により引継ぎをしたものとされ、移転資産の譲渡損益の計上を
繰り延べる。 
 
（２）合併法人等における処理 
 適格組織再編により資産等の移転を受けた場合の法人税法上の受入価額について、合併を
例にすると、「当該資産の償却限度額の計算とすべき取得価額」（法令 54 五（１））（１））と
「当該資産を事業の用に供するために直接要した費用の額」（法令 54 五イ（２））の合計額と
される（法令 54 五（１））。さらに、合併法人における損金経理額は、「当該被合併法人の当
該適格合併の日の前日の属する事業年度の以前の各事業年度の損金経理額のうち当該各事業
年度の所得の金額の計算上損金の額に算入されなかった金額を含む」（法法 31④）とされる。
以上から、適格組織再編においては、いわゆる税務上の帳簿価額により引継ぎを受けたもの
とされる。 
 
４．資本等の額及び利益積立金の引継 
（１）被合併法人等における引継 
合併法人の利益積立金には「被合併法人の当該適格合併の日の属する事業年度又は連結事
業年度終了の時の利益積立金額」（法令 9①二）が含まれるとされ、適格組織再編により被合
併法人の利益積立金額は合併法人に引き継がれる。 
                                                  
32「税務上の否認金の額があることが判明した場合には、当該合併法人の当該合併の日の資
産及び負債の帳簿価額は当該否認金に相当する金額を加算又は減算した金額」（法基通 12の
2-1-1）とされる。 
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（２）合併法人等における引継 
前述のとおり、合併法人は、被合併法人の利益積立金を引き継ぐ。また、合併法人におけ
る資本金等の額の増加額は、移転を受けた資産の帳簿価額から負債の帳簿価額及び被合併法
人から引き継いだ利益積立金を控除した純資産価額から、当該合併による増加資本金33及び
合併法人株式以外の交付金銭等の価額を減額した金額とされる（法令 8五）。 
 
５．欠損金の繰越控除 
合併を例にすると、「適格合併が行われた場合において、当該適格合併に係る被合併法人の
当該適格合併に係る被合併法人の当該適格合併の日前 7年以内に開始した各事業年度（括弧
書き略）において生じた欠損金額（括弧書き略）があるときは、当該適格合併に係る合併法
人の当該適格合併の日の属する事業年度（括弧書き略）以後の各事業年度における前項の規
定の適用については、当該前７年内事業年度において生じた未処理欠損金額は、それぞれ当
該未処理欠損金額の生じた前７年内事業年度開始の日の属する当該合併法人の各事業年度
（括弧書き略）に生じた欠損金額とみなす。」（法法 57②）とされ、適格の場合には、原則と
して、被合併法人等の欠損金額が合併法人等に引継がれる。これは、適格組織再編において
は、被合併法人の資産、負債及び利益積立金の課税関係が合併法人等に引き継がれることか
ら、繰越欠損金についても引き継ぐこととされたものである。 
 
第 4節 会計基準と組織再編税制の関係 
１．会計基準と適格又は非適格との関係 
 第 1 章の会計基準では、組織再編行為が三つに分類され、移転する資産及び負債の引継ぎ
価額及びのれんの計上の取扱いが異なるということを示した。また、第２章の組織再編税制
では、組織再編行為が二つに分類され、移転する資産及び負債の引継ぎ価額及び資産調整勘
定の計上の取扱いが異なるということを示した。移転する資産及び負債の引継ぎ価額及びの
れん又は資産調整勘定の計上という二つの点に絞って、会計基準と組織再編税制の関係を整
理すると、図表８のとおりとなる。 
 
 
                                                  
33 被合併法人の株主対する新株等に対応する金額。 
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(図表8）
適格 非適格
取得 A B
共同支配企業の形
成
共通支配下の取引
組織再編税制の分類
企業結合会計基準
における組織再編
行為の分類 C D
 
 
２．移転する資産及び負債の取扱いに差異が生じる場合 
図表８における Aの領域は、会計基準では取得とされ、法人税法上は適格とされる組織再
編行為である。この場合、移転する資産及び負債について、会計基準ではパーチェス法によ
り時価で移転が行われ、法人税法では税務上の帳簿価額で移転が行われ、取扱いに差異が生
じる。また、会計基準では、のれんが発生する余地があるが、法人税法上は資産調整勘定の
計上はない。移転する資産及び負債の取得価額については、会計基準ではパーチェス法によ
って時価により、法人税法では税務上の帳簿価額によるという差異が生じる。この差異から
生じる確定決算主義における問題点については、第 4章「適格合併における確定決算主義の
問題点」で論じることにする。 
 
３．のれんと資産調整勘定が生じる場合 
図表８における Bの領域は、会計基準では取得とされ、法人税法上は非適格とされる組織
再編行為である。この場合、移転する資産及び負債については、会計基準と法人税法ともに
時価で移転が行われ、取扱いに差異はない。また、会計基準では、のれんが発生する余地が
あり、法人税法上は資産調整勘定が発生する余地がある。会計基準におけるのれん、法人税
法における資産調整勘定の取扱いの差異から生じる営業権の問題点については、第 3章「非
適格合併における営業権の問題点」で論じることにする。 
図表８における Dの領域は、会計基準では共同支配企業の形成あるいは共通支配下の取
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引とされ、法人税法上は非適格とされる組織再編行為である。移転する資産及び負債につ
いて、会計基準では帳簿価額で移転が行われるが、法人税法上は時価で移転が行われるた
め取扱いに差異が生じる。会計基準ではのれんが発生する余地はないが、法人税法上は資
産調整勘定が発生する余地がある。 
 
４．会計基準と法人税法の差異が生じない場合 
図表８における Cの領域は、会計基準では共同支配企業の形成あるいは共通支配下の取引
とされ、法人税法上は適格とされる組織再編行為である。この場合、移転する資産及び負債
について、会計基準では帳簿価額で移転が行われ、法人税法では税務上の帳簿価額で移転が
行われるため取扱いに差異はない34。会計基準ではのれんが発生する余地はなく、法人税法
上は資産調整勘定の計上はなく、会計基準と法人税法の差異が生じない組織再編である。 
 
 
 
                                                  
34 厳密には、移転する資産及び負債の適正な帳簿価額（会計基準）と税務上の帳簿価額に差
異があれば移転する資産及び負債について差異が生じる場合がある。 
32 
第 3章 非適格合併における営業権の問題点 
第 1節 営業権とのれんの関係 
１．企業会計における営業権とのれん 
（１）企業会計における営業権 
企業会計原則注解 25 において、「営業権は、有償で譲受け又は合併によって取得したもの
に限り貸借対照表に計上し、毎期均等額以上の償却をしなければならない。」とされる。企
業会計に関し、営業権について定めた規定としてはこれ以外にはないが、営業権の内容につ
いての具体的な規定はされていない。営業権の意義に関しては、下記の諸説がある35。 
 ① 営業機会取得説 
  タクシー業のいわゆるナンバー権などを営業権としている法人税基本通達 7-1-5 と同
様に、市場参入等の営業機会の取得を営業権と解するものである。 
 ② 超過収益力説 
  他の同種会社を上回る企業収益を稼得することができる無形の財産的価値を有する事
実関係を営業権と解するものである。 
 ③ 差額概念説 
  取得価額と取得する時価純資産価額の差額を営業権と解するものである。 
  
これらの営業権の意義に関する諸説のうち、超過収益力説にもとづいた超過収益力を営
業権と考えるのが一般的である36。 
 
（２）会計基準におけるのれんの取扱い 
会計基準では、差額概念説に基づいたのれんが生じる。「企業結合に係る会計基準」におい
て、のれんとは、被取得企業又は取得した事業の取得原価が、取得した資産及び引き受けた
負債に配分された純額を超過する額をいい、不足する額は負ののれん（企業結合に係る会計
基準 8）、とされる。取得原価の配分は、被取得企業から受け入れた資産及び引き受けた負債
のうち識別可能なものの企業結合日時点の時価を基礎として行われる（企業結合会計基準
                                                  
35 平成 18年 9月 30日 日本公認会計士協会東京会 「Ⅰ企業結合会計と組織再編税制に
ついて検討されたい」税務委員会答申書 第４章「その他の諸事例」３「営業権の事例」参
照。 
36 安藤英義他編集代表「会計学大辞典第五版」（中央経済社）では、暖簾を「暖簾とは、あ
る企業が同業他社と比べて超過収益力を持つ場合、その超過収益力に対する対価である。」と
し、超過収益力説に基づく定義をしている（1102頁参照）。 
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28）。のれんは、資産に計上し、20 年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法その他
の合理的な方法により規則的に償却し、負ののれんは、生じた事業年度の利益として計上す
る（企業結合会計基準 32、33(2)）。 
 
（３）営業権とのれんに関する疑問点 
企業会計においては、のれんの会計処理に関する規定は定められているが、営業権の会計
処理に関する規定はない37。また、会社計算規則ではのれんを無形固定資産の例示としてい
るものの、営業権については無形固定資産の例示として規定されていない（会社計算規則 106
③三）。これらの規定から、企業会計において、営業権はのれんに包含されているのかという
疑問が生じる。 
企業結合に係る会計基準では、「営業権のうちのれんに相当するもの及び連結調整勘定は、
のれん又は負ののれんに含めて表示する」（企業結合に係る会計基準・注解 19）と規定し、
営業権の一部はのれんとされる、ということがこの規定から読み取れる。すなわち、のれん
とされない営業権の存在を肯定し、営業権にはのれんとする部分と営業権とする部分がある、
と企業会計は考えていると解される。「無形資産に関する論点の整理」（平成 21 年 12 月 18
日 企業会計基準委員会）24 項では、「我が国でこれまで営業権とされてきたものには、本
論点整理がいう無形資産に該当するものと、のれんとが含まれることになる。」とし、営業権
にはのれんとする部分と営業権とする部分があるという考え方を示している。 
 
（４）営業権とのれんの測定 
営業権には、のれんとする部分と営業権とする部分があるとすれば、組織再編において、
営業権とのれんをどのように測定するのかが問題となる。会計基準では、無形固定資産の測
定、のれんの測定というプロセスを経ることになる。すなわち、組織再編行為で取得した識
別可能な無形固定資産を資産計上することになるが、識別可能な無形固定資産を資産計上し
た後の資産及び負債と取得価額を比較し、取得価額が超過する部分がのれん、不足する部分
は負ののれんとされる。 
 
（５）無形固定資産の測定における営業権の認識 
                                                  
37 従来、商法計算規則において、営業権は無形固定資産に計上し、5年間にわたり均等償却
するものとされていた。 
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イ 識別可能な営業権 
識別可能な無形固定資産の測定は、取得企業が利用可能な独自の情報や前提等に基礎を置
き、多面的かつ合理的に算定される。適用指針では、識別可能な無形固定資産を次のように、
法律上の権利及び分離して譲渡可能なものと定めており、これら識別可能な無形固定資産の
一部が営業権に該当するものと解される。 
ロ 法律上の権利 
①特定の法律に基づく知的財産権(知的所有権)等の権利であり、産業財産権(特許権、実
用新案権、商標権、意匠権)、著作権、半導体集積回路配置、商号、営業上の機密事項、植
物の新品種等が含まれる（適用指針 58 項）。 
②独立第三者と締結した契約に基づく権利で未履行のもの。これには、業務委託契約、
請負契約、施設利用契約、商品売買契約、フランチャイズ契約等が含まれる（適用指針 58
項）。 
ハ 分離して譲渡可能なもの（適用指針 58 項） 
企業または事業と独立して譲渡可能なもので、ソフトウエア、顧客リスト、特許で保護
されていない技術、データベース、研究開発活動の途中段階の成果等が含まれる（適用指
針 58 項）。 
取得企業がロの「法律上の権利」あるいはハの「分離して譲渡可能なもの」を測定しかつ
対価を支払っているのであれば、超過収益力の一部は無形固定資産の計上のプロセスにおい
て営業権として計上され、のれんと区別されなければならない。 
 
２．組織再編税制における営業権と資産調整勘定の取扱い  
（１）法人税法上の営業権 
営業権は、無形固定資産として位置づけられ（法令 13 八ル）、旧定額法によって 5年間で
償却することとされ（法令 48①四）、損金経理が要件とされる（法法 31①）。しかし、営業権
はどのようなものであるかについて定義はされていない。租税事件の裁判例によると、営業
権の意義については、「当該企業の長年にわたる伝統と社会的信用、立地条件、特殊の製造技
術及び特殊の取引関係の存在並びにそれらの独占性当を総合した、他の企業を上回る企業収
益を稼得することができる無形の財産的価値を有する事実関係」38という超過収益力説に基
づくものが有力である。 
                                                  
38最高裁昭和 51 年 7 月 13 日第三小法廷判決（訟務月報 22 巻 7 号 1954 頁）。 
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また、法人税法基本通達 7-1-5 では、「タクシー業のいわゆるナンバー権のように法令の規
定、行政官庁の指導等による規制に基づく登録、許可、割当て等の権利を取得するために支
出する費用は、営業権に該当する」とし、営業機会取得説に基づくものを営業権にあたると
している。 
 
（２）組織再編税制における資産調整勘定 
 差額概念説に基づいた営業権は、組織再編税制において、資産調整勘定とされる39。すな
わち、「交付した金銭及び金銭以外の資産の価額の合計額が移転を受けた資産の及び負債の時
価純資産価額を超える金額のうち資産等超過差額以外の金額を資産調整勘定とする（法法 62
の 8①）と定められている。この資産調整勘定は 60 ヶ月で除した金額に当該事業年度の月数
を乗じて計算した金額を減額しなければならない」（法法 62 の 8④）、とされ、営業権の償却
のように「損金経理」が要件とされていない。 
このように、交付資産が組織再編により受け入れた時価純資産額を超過する額を資産調整
勘定とする考え方は、差額概念説に基づく営業権に類似しているが、法人税法では営業権と
区分されている。他方、組織再編により受け入れた時価純資産額（退職給与債務引受額及び
短期重要債務見込額を反映後）が交付資産を超過する額を差額負債調整勘定とする考え方も、
差額概念説に類似しているが、差額負債調整勘定の発生原因は、ディスカウント取得であり、
原則として、低廉譲受あるいは無償譲受として取得時の益金とされるべきものでと考えられ
る（法法 22②）。差額負債調整勘定については、営業権の議論とは異質なものであるため本
稿では詳述しない。 
 
（３）組織再編税制における資産調整勘定と営業権の区分 
組織再編税制における資産調整勘定と営業権については、両者は同じものかという疑問が
ある。すなわち、資産調整勘定を計算する場合の時価純資産価額の基となる資産には営業権
も含まれ（法法 68①括弧書き）、その営業権は、「営業権のうち独立した資産として取引され
る慣習のあるもの」（法令 123 の 10③）に限られる。そして、この資産調整勘定については、
「営業権相当額を差額概念によって資産調整勘定の金額として認識するものであって、非適
                                                  
39 非適格株式交換又は非適格株式移転においては、譲渡の代替課税として株式交換完全子法
人等における資産を時価評価することになるため（法法 62の 9①）、資産調整勘定は生じな
い。 
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格合併等対価額とその移転を受けた資産及び負債の時価純資産価額との差額は資産調整勘定
の金額とされていることから、資産調整勘定の金額に加えて営業権が計上されるといったこ
とにはならない。」40とされる。すなわち、独立した資産として取引される慣習のある営業権
及び資産等超過差額以外の超過収益力説あるいは営業機会取得説に基づいた営業権は資産調
整勘定に含まれる41。この意見は、営業権と資産調整勘定はともに 5 年（資産調整勘定にお
いては 60 ヶ月）で償却される点からも支持できる。 
以上のことから、対象となる行為の違いにより、超過収益力説あるいは営業機会取得説に
基づいた営業権が、営業権として認識される場合と資産調整勘定として認識される場合があ
る、ということができる。すなわち、超過収益力説あるいは営業機会取得説に基づいた営業
権は、営業譲渡等の法人税法上の組織再編とされない行為によって取得した場合には営業権
とし、法人税法上の組織再編行為によって取得した場合は資産調整勘定とする、と解するこ
とができる42。以上の、対象行為と営業権又は資産調整勘定の関係は、図表９のようにまと
めることができる。 
（図表9）
償却期間 損金経理要件
営業譲渡
独立した資産と
して取引される
慣習のある営
業権
上記以外 資産調整勘定 ６０ヶ月 不要
5年 必要
対象となる行為
非適格組織再
編行為(株式交
換又は株式移
転を除く）
営業機会取
得説、超過収
益力説、及び
差額概念説
に基づく営業
権
法人税法の位置づけ
営業権
 
 
第２節 営業権に関する問題点 
                                                  
40 前出 22 ３巻 3623の 82頁。 
41 前述の取得した資産に含まれる営業権のうち独立した資産として取引される慣習のある
ものを除く。 
42 資産調整勘定が計上されない非適格株式交換又は非適格株式交換において、資産の時価評
価の過程で営業権を計上するか否か法文上は明らかになされていない。資産の時価評価が譲
渡課税の代替課税であるという趣旨からは、交付対価が時価純資産額を超える場合には営業
権が計上するものと解される（日本公認会計士協会 租税調査会研究報告第 18号「連結納
税制度を適用する場合の実務上の課題についての検討」平成 21年 4月 14日 １９頁③イ参
照）。 
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１．営業権とのれん又は資産調整勘定の区分の問題点 
（１）営業権とのれん又は資産調整勘定の区分 
 営業権は、会計基準においてはのれんと区別され、法人税法においては差額調整勘定と区
別することが想定されている。営業権とのれん又は差額調整勘定の区分による差異は、会計
基準においては、償却年数の差異が生じることが考えられるが、法人税法においては、損金
経理要件が課されているか、課されていないかという取扱いの差異がある。営業権とのれん
又は差額調整勘定の区分のプロセスにおいては、営業権を、企業会計では識別可能な無形固
定資産、法人税法では分離して譲渡可能な資産とし、ともに営業権として計上される範囲を
制限した取扱いとなっているため、受け入れた時価純資産価額を上回る投資額相当額の大部
分は、会計基準ではのれん、法人税法では資産調整勘定として計上されている、と理解され
る。 
 
（２）営業権の論拠における問題点 
営業権の論拠については、営業機会取得説、超過収益力説、差額概念説の諸説があるが、
超過収益力説にもとづいた超過収益力を営業権と考えるのが一般的である。税法においても、
営業機会取得説、超過収益力説の考え方が存在することが裁判例から明らかであるが、超過
収益力説に基づいた説が有力であると考えられる43。しかし、のれん又は資産調整勘定は差
額概念説に基づいた規定であり、差額概念説に基づいた営業権の捉え方に方向性が傾いてい
ると解される。 
そもそも、営業権を営業機会取得説、超過収益力説又は差額概念説に基づき区分すること
は困難であるが、営業権とのれん又は資産調整勘定の区分することの意義と効果を検討する
必要があると考えられる。 
 
２．法人税法上の損金経理要件の要否 
（１）企業会計における営業権又はのれんの償却に関する規定 
企業会計においては、営業権は毎期均等額以上を償却しなければならないとされる（企業
会計原則注解 25）。企業結合会計において生ずる正ののれんについては、20 年以内のその効
果の及ぶ期間にわたって、定額法その他の合理的な方法により規則的に償却するとされる（企
                                                  
43 財産評価基本通達１６５ないし１６７では、超過利益金額の現在価値額による営業権の評
価方法が定められており、超過収益力説にもとづいた考え方と解される。 
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業結合会計基準 32）。 
 
（２）法人税法における営業権又は資産調整勘定の償却に関する規定 
法人税法における営業権は、償却費として損金経理をした金額のうち政令で定めるところ
により計算した金額（償却限度額）に達するまでの金額とされ（法法 31①）、償却限度額は、
5年間（法令 48 の２①四）の定額法による（耐用年数省令別表 3）。交付資産が時価純資産額
を超過する場合に発生する資産調整勘定（資産等超過差額を除く）は、60 ヶ月で除した金額
に当該事業年度の月数を乗じて計算した金額が所得の計算上損金の額に算入され（法法 62
の 8④、⑤）、損金経理は要件とされない。 
 
（３）法人税法上の損金経理要件要否の問題点 
前述のように、法人税法においては、営業権の償却については損金経理要件が課されてい
るが、資産調整勘定についてはその要件がなく損金算入が強制されることになっている。企
業会計においては、営業権及びのれんともに規則的に償却するという取扱いになっているに
もかかわらず、法人税法においては、資産調整勘定について損金経理要件が課されていない
ことが問題となる。損金経理要件は、法人に選択の余地が認められている会計処理について
は、法人の最終の意思表示を申告書でするのでははなく、確定した決算において費用又は損
失として経理することを要求するものであるが、資産調整勘定の償却についてそのような要
件が課されていないことの当否が問題となる。 
 
第３節 企業会計上ののれんの方向性と税務上の問題点 
１．企業会計上ののれんの方向性 
（１）企業会計上ののれんの見直し 
「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」（企業会計基準委員会 平成 21 年 7 月 10
日 以下「論点整理」という。）では、「のれんの償却について、今後我が国における会計基
準を見直すかどうかは、引き続き検討する。この見直しにあたっては、その根拠のほか、会
計処理の変更に伴う追加的な論点やそれらを実行した場合の実務上の負担も平行的に考慮す
べきものと考えられる。」（論点整理 96）とし、20 年以内で規則的に償却する取扱いの見直し
の可能性について言及している。のれんの償却の見直しの契機としては、のれんの償却自体
の意義、国際会計基準におけるのれんの処理との整合性のふたつの要請によるものである。 
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（２）のれんの償却の是非 
のれんの償却自体の意義については、のれんを償却する、償却しないそれぞれの考え方が
ある。のれんを償却するという考え方の根拠は、のれんが超過収益力を表す費用性資産であ
る点に着目し規則的に償却すべきという点にある44。他方、のれんを償却しないという考え
方の根拠は、のれんを将来の収益力により価値が変動する資産とし、規則的な償却ではなく、
収益性の低下による回収可能額で評価すべきという点にある45。 
 現在の会計基準では、のれんは資産に計上し 20 年以内のその効果の及ぶ期間にわたり、定
額法等の合理的な方法により規則的に償却する（企業結合会計基準 32）と同時に減損会計が
適用される（企業結合会計基準 108）。他方、国際会計基準では、企業結合により取得したの
れんは規則的な償却は行わず、資金生成単位等に配分され減損会計が適用される46。    
 
２．企業会計上ののれんの償却と法人税法の損金経理要件の問題点 
（１）償却方法に関する企業会計と法人税法の関係 
 企業会計上の営業権又はのれんと法人税法の営業権、資産等超過差額及び資産調整勘定に
ついては、それぞれの定義及び償却方法は異なっている。その関係を整理すると下記の図表
10 のとおりとなる。 
                                                  
44 論点整理 95 図表４参照。 
45 前出 31参照 
46IASBの「中小企業向け国際財務報告基準」では、のれんを有効期間にわたり償却すること
としている。 
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（図表10）
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（２）法人税法の損金経理要件等における問題点 
企業会計及び法人税法においてともに営業権とされ、企業会計上は毎期均等額以上の償却、
法人税法上は損金経理による 5年間の定額法による償却とされる領域（図表 10 の A に該当）
では、企業会計と法人税法における乖離が現在はない。しかし、企業結合会計基準論点整理
96 におけるのれんの償却において、営業権の規則的な償却自体が見直されることが予測され
るところ、営業権の規則的な償却自体も行われなくなった場合には、法人税法の損金経理要
件を満たすことができなくなる、という問題点が発生する。 
 
（３）資産調整勘定の損金性における問題点 
また、法人税法において資産調整勘定とされる領域（（１）の図表 B、D に該当）について
は、60 ヶ月間で均等に強制損金とされているが、今後、企業結合会計基準においてのれんの
規則的な償却自体が行われないとされた場合には、資産調整勘定を費用性資産と捉え規則的
に強制損金としてきた法人税の取扱いが問題となる。この場合、損金経理要件が課されてい
ないので、その調整は直接必要ではないが、確定決算上の資産と税務上の資産との間に大き
な乖離が生じることになる。 
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第４章 適格合併における確定決算主義の問題点 
第１節 適格合併における会計処理と税務処理 
１．適格合併における会計処理と税務処理 
（１）適格合併における会計と税務の差異の前提 
 会計基準において取得、法人税法において適格とされる合併については、会計基準ではパ
ーチェス法が適用され、存続会社へ移転する資産、負債は時価で受け入れられる。他方、法
人税法においては、存続会社へ移転する資産、負債は税務上の帳簿価額が引き継がれる。こ
のような、会計基準と法人税法における移転する資産、負債の乖離については、下記の数値
例をもとに確認する。 
流動資産 1,200 負債 2,000
固定資産 2,400 資本金 400
資本剰余金 400
利益剰余金 800
合計 3,600 合計 3,600
流動資産 1,200 負債 2,000
無形固定資産 400
固定資産 2,800
合計 4,400 合計 2,000
注１）資産、負債の税務上の帳簿価額は会計上の帳簿価額と差異はない。
注２）税務上の利益積立金は会計上の利益剰余金と差異はない。
合併契約書の概要
合併消滅会社の合併直前貸借対照表
合併消滅会社の合併時識別可能資産・負債の時価
①合併消滅会社の株主に合併会社の株式300株を割り当てる（時価＠10）。
②合併にあたり増加する資本金、資本準備金はともに０とする。  
（２）パーチェス法の処理 
 イ．取得原価の算定 
会計基準における取得においては、承継する資産・負債の価額は時価で評価され、取
得企業の決定、取得原価の算定、取得原価の配分、のれんの計上という過程を経る。 
 被取得企業又は取得した事業の取得原価は、取得対価となる財の時価で算定するのが
原則である。本件では、合併会社株式 300 株（時価＠10）が割当されるため、取得原価
は 3,000 となる。 
 ロ．取得原価の配分 
 取得原価は、被取得企業から受け入れた識別可能な資産、負債をそれぞれ時価で評価
し受け入れる。本件では、識別可能な無形固定資産（時価 400）、固定資産（時価 2,800）
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がそれぞれ時価で受け入れられる。資産（時価 4,400）及び負債(時価 2,000)の正味受入
時価は 2,400 となる。 
ハ．のれんの計上 
 時価で測定された取得原価と承継する資産・負債の時価総額は必ずしも一致しないの
で、両者の差額については、のれんとして計上する。本件では、取得原価（時価 3,000）
と正味受入価額（時価 2,400）の差額 600 がのれんとして計上される。 
ニ．株主払込資本変動額 
増加する株主資本の総額は、株主払込資本変動額、すなわち、交付された存続会社の
株式の時価 3,000 をいう。利益準備金及びその他の利益剰余金は、変動させることはせ
ず、合併契約において増加する資本金及び資本準備金もないことから、株主払込資本変
動額（時価 3,000）は、全額その他資本剰余金とされる。 
以上のパーチェス法による会計処理をまとめると、合併による資産及び負債の受入処
理は、下記のとおりとなる。 
流動資産 1,200 負債 2,000
無形固定資産 400 その他の資本剰余金 3,000
固定資産 2,800
のれん 600
合計 5,000 合計 5,000
会計処理
 
 
（３）適格合併の処理 
 イ．資産及び負債の受入価額 
適格合併における資産及び負債の受入価額は、いわゆる税務上の帳簿価額とされる。本件
では、合併消滅会社の資産及び負債の税務上の帳簿価額は会計上の帳簿価額と差異がないと
されているため、資産（帳簿価額 3,600）及び負債（帳簿価額 2,000）の受入となる。 
 ロ．利益積立金額 
合併法人の利益積立金には、被合併法人の利益積立金額が含まれるとされる。本件では合
併消滅会社の利益積立金と利益剰余金に差異はないとされているため、被合併法人の利益積
立金（800）が合併法人に引き継がれる。 
ハ．資本金等の額 
合併法人における資本金等の額の増加額は、移転を受けた資産の帳簿価額（3,600）から負
債の帳簿価額（2,000）及び被合併法人から引き継いだ利益積立金(800)を控除した純資産価
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額（800）から、当該合併による増加資本金（0）及び合併法人株式以外の交付金銭等(0)の価
額を減額した金額(800)とされる。 
 以上の適格合併の処理をまとめると、合併による資産、負債の受入処理は下記のとお
りとなる。 
流動資産 1,200 負債 2,000
無形固定資産 0 資本金等の額 800
固定資産 2,400 利益積立金額 800
資産調整勘定 0
合計 3,600 合計 3,600
税務処理
 
 
（４）会計処理と税務処理の差異 
以上の例で示したとおり、会計基準上の取得とされ、法人税法上の適格とされる組織再編
においては、資産及び負債の受入価額並びに資本の計上金額が異なる。資産及び負債の受入
価額の差異に着目すると、会計基準の固定資産受入価額は時価（2,800）であるが、法人税法
の固定資産として引き継ぐ価額は、税務上の帳簿価額（2,400）となる。 
会計基準と法人税法の移転する資産及び負債の受入価額の差異は、前記設例のように、会
計基準の受入価額が法人税法の税務上の帳簿価額を上回る場合と、下回る場合がある。会計
基準の受入価額が法人税法の税務上の帳簿価額を上回る場合、すなわち、会計帳簿の受入額
（2,800）が税務上の帳簿価額を上回る場合に、税務上の帳簿価額（2,400）で引き継ぐとい
うのは、どのような規定に基づいてそのように処理するのか、それにはどのような問題点が
あるのかを検討する必要がある。 
逆に、会計基準の受入価額が法人税法の税務上の帳簿価額を下回る場合、すなわち会計帳
簿の受入額が税務上の帳簿価額に満たない場合に、税務上の帳簿価額で引き継ぐというのは
どのような処理と規定になっているのか、どのような問題点があるのかを検討する。 
 
２．適格組織再編における資産の受入に関する規定 
（１）適格組織再編における資産の受入に関する規定 
適格組織再編における資産等の引継ぎ価額については、移転をした資産及び負債の当該適
格合併又は適格分割型分割に係る最後事業年度又は分割前事業年度終了の時の帳簿価額とし
て政令で定める金額による引継ぎをしたものとされる（法法 62 の 2①）。さらに、「政令で定
める金額」（以下「政令簿価」という。）とは、被合併法人等が移転をした資産及び負債の当
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該適格合併又は適格分割型分割に係る最後事業年度又は分割前事業年度終了の時の帳簿価額
とされる（法令 123 の 3①）。すなわち、法人税法上は会計上の受入帳簿価額とは関係なく、
移転元の法人における最終事業年度の税務上の帳簿価額を引き継いだものとされる。 
 
（２）帳簿受入金額が税務上の帳簿価額を下回る場合の規定 
 適格合併等では、会計上の帳簿受入金額とは関係なく、移転元の法人における税務上の帳
簿価額を引き継いだものとされるであるが、減価償却資産の帳簿受入金額が税務上の帳簿価
額に満たない場合には、受入企業はその満たない分だけ償却限度額が将来にわたり過小にな
る。そこで、適格合併等により被合併法人から移転を受けた減価償却資産につき、その価額
として帳簿に記載された金額が、当該移転の直前に当該被合併法人等の「帳簿に記載されて
いた金額」に満たない場合には、当該満たない部分の金額は、当該適格合併等の事業年度前
の各事業年度の損金経理額とみなされ（法法 31①、法令 61 の 4）、受入企業の償却限度額が
引き継がれる。 
 前記設例において、固定資産（減価償却資産）の時価が 2,000と評価された場合、会計処
理は次のようになる。 
流動資産 1,200 負債 2,000
無形固定資産 400
固定資産 2,000
合計 3,600 合計 2,000
流動資産 1,200 負債 2,000
無形固定資産 400 その他の資本剰余金 3,000
固定資産 2,000
のれん 1,400
合計 5,000 合計 5,000
合併消滅会社の合併時識別可能資産・負債の時価
会計処理
 
 この場合、被合併法人から移転を受けた減価償却資産につき、その価額として帳簿に記載
された金額（2,000）が、当該移転の直前に当該被合併法人等の「帳簿に記載されていた金額」
（2,400）に満たないので、当該満たない部分の金額(400)は、当該適格合併等の事業年度前
の各事業年度の損金経理額とみなされ、受入企業の償却限度額（2,400）が引き継がれる。「損
金経理額とみなされ」ということは、会計処理によらず、合併法人の法人税申告書別表５（１）
において「償却超過額」400を計上する、ということである。 
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（３）適格組織再編における資産の受入に関する規定の問題点 
このように、適格組織再編においては、法人税法上は会計上の受入帳簿価額とは関係なく、
移転元の法人における税務上の帳簿価額を「政令簿価」とさだめ、受入企業に引き継がれる
規定を定めているのである。さらに、帳簿受入金額が税務上の帳簿価額に満たない場合には
「みなし損金経理規定」により、税務上の帳簿価額が受入企業に引き継がれる規定を定めて
いる。この「政令簿価」と「みなし損金経理規定」により、税務上の帳簿価額を引き継ぐと
いう規定は、それぞれ確定決算主義における確定決算と課税所得計算との間に従来にはなか
った問題点を惹起することになる。 
 
第２節 適格合併における確定決算主義の問題点 
１．確定決算主義の意義 
（１）確定決算主義の内容 
内国法人は、確定した決算に基づき申告書を提出しなければならないとされている（法法
74①）。この規定は、法人税法が、いわゆる確定決算主義を採用していることの一つの根拠と
される。確定決算主義の内容については、平成 8年 11 月税制調査委員会の法人課税小委員会
報告「第 1章四 3商法・企業会計原則との関係」において、次のように説明されている。 
 ①商法上の確定決算に基づき課税所得を計算し、申告すること。 
  ②課税所得計算において、決算上、費用又は損失として経理されていること（損金経理）
等を要件とすること。 
 ③別段の定めがなければ、「一般に公正妥当な会計処理の基準に従って計算する」こと。 
 
（２）会社法上の確定決算の意義 
 会社法では、株式会社の取締役は、計算書類及び事業報告書を定時株主総会に提出し、計
算書類は定時株主総会の承認を受けなければならないとされる（会社法 438①、②）。定時株
主総会の承認を受けなければならない計算書類とは、各事業年度に係る貸借対照表、損益計
算書（会社法 435②）、株主資本等変動計算書及び個別注記表とされる（会社計算規則 91①）。
以上から、「確定決算に基づき」とは、株主総会において承認された計算書類に基づきという
ことになる。 
この場合、「確定した決算に基づく申告」とは、法人が、その決算に基づく計算書類につき
株主総会等の承認を経た後、その承認を受けた決算に係る利益に基づいて税法の規定により
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所得の金額の計算を行い、当期利益と当期所得の各金額の差異を申告書において表現（調整）
することを意味する。これが確定決算主義の形式的意義といわれる47。 
 
（３）損金経理要件の意義 
 法人が確定決算で採用した会計処理が公正妥当なものであれば、これを税務上変更（申告
調整）できない。これが確定決算主義の実質的意義といわれる48。この実質的意義を具現化
しているのが、損金経理要件である。損金経理とは、法人がその確定した決算において費用
又は損失として経理することとされる（法法 2二十五）。法人税法では、課税所得計算におい
て、この損金経理要件を課すことが多い。すなわち、法人税法においては、会計処理につい
て法人に選択の余地が認められている事項について、法人の最終の選択を申告書ではなく確
定した決算において費用又は損失として経理することを求めている。法人に選択の余地が認
められている事項として損金経理が要件とされているものは、下記のとおり二つの種類があ
る。 
①減価償却費の償却限度額等の内部取引（法法 31①等） 
②少額減価償却資産の取得価額の損金算入等の処理の選択の余地がある外部取引（法令
133 等） 
 
（４）一般に公正妥当と認められる会計処理の基準の意義 
 法人税法の所得計算は、益金、損金に関する「別段の定め」があるものを除き、収益、原
価、費用及び損失の額は、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算するも
のとされる（法法 22②、③、④）。この規定は、昭和４２年の法人税法改正によって設けら
れたものであり、立法趣旨は、税制調査会「税制簡素化についての第一次答申」（昭和 41 年
12 月）第３の一のⅠの１において、次のように述べられている。 
 「税法は、・・・・・負担の公平という角度からややもすれば画一的に取り扱いがちの課税
所得の計算についても、適正な企業会計の慣行を奨励する見地から、客観的に計算ができ、
納税者と税務当局との間の紛争が避けられると認められる場合には、幅広い計算原理をみと
めることを明らかにすべきである。・・・・・・・このような観点を明らかにするため、税法
                                                  
47品川 芳宣 税務大学校論叢「法人税の課税所得の本質と企業利益との関係」Ⅲ課税所得
の計算方法 ２確定決算基準の意義と機能 （１）形式的意義 参照 
48 前出 47 Ⅲ課税所得の計算方法 ２確定決算基準の意義と機能 （２）実質的意義 参
照 
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において課税所得は、納税者たる企業が継続して適用する健全な会計慣行よって計算する旨
の基本規定を設ける。」 
法人税法の所得計算は、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算するも
のとされる規定の趣旨は税法と企業会計との調和を図るために設けられたものと言える49。 
 
２．「確定決算に基づき」と「政令簿価」に関する問題点 
（１）政令簿価の意義 
適格組織再編における資産等の引継ぎ価額については、移転をした資産及び負債の当該適
格合併又は適格分割型分割に係る最後事業年度又は分割前事業年度終了の時の帳簿価額とし
て政令で定める金額による引継ぎをしたものとされる（法法 62 の 2①）。さらに、政令簿価
とは、移転をした資産及び負債の当該適格合併又は適格分割型分割に係る最後事業年度又は
分割前事業年度終了の時の帳簿価額とされる（法令 123 の 3①）。ここでさだめる帳簿価額
は、当該適格合併等に基因して利益積立金額に譲渡等修正事由が生ずる場合には、相当する
金額を加算した金額とされることから、いわゆる移転元の法人における税務上の投資基準額
を意味する（法令 123 の 3①括弧書き）。 
 
（２）帳簿価額の意義 
  しかしながら、一般的には、帳簿価額とは、会社法に定める手続きを経た計算書類に記載
された価額と解される。これに対し、いわゆる税務上の帳簿価額とは、帳簿価額に前述の税
務調整を織り込んだ価額である。税務上の帳簿価額は、所得計算の基礎となる金額であり、
会社法に定める手続きを経た計算書類に記載された帳簿価額に税務上の「別段の定め」を加
算・減算することにより有機的に算出される。さらに、前述のように、適格合併等の適格組
織再編においては、「政令簿価」なるものが存在することになる。そのため、「帳簿価額」
という用語自体が混乱することになる。 
 
（３）税務上の帳簿価額と政令簿価の問題点 
他方、会計基準では、組織再編における資産、負債の移転は時価で取得とされたものとし
て処理するのが原則である。また、確定決算となる会社法の利益計算等においても、会計基
準に準じた処理が行われるものと解される。そして、取得企業は、受入資産、負債の時価を
                                                  
49 前出47 Ⅰ実定法上の課税所得 ５一般に公正妥当と認められる会計処理の基準 参照 
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帳簿に記載することから、税務上の投資基準額を引き継ぐ適格組織再編では、受入資産、負
債の帳簿記載額と税務上の投資基準額は異なることが一般的であり、投資基準額を引き継ぐ
適格組織再編では、確定した決算の帳簿価額とは別途、税務上の投資基準額を「政令簿価」
として定めたと解される。かくして、「税務上の帳簿価額」と「政令簿価」は、ともに所得
計算の基礎となる金額であるが、「税務上の帳簿価額」は帳簿価額に税務上の「別段の定め」
を調整することにより算出し確定決算主義の枠組みで算出されているのに対し、「政令簿価」
は帳簿価額とは別途さだめられているという点で確定決算主義の枠組みを逸脱したものと解
される。 
 
（４）政令簿価と確定決算主義の関係 
確定決算主義に基づく法人税法の所得計算構造は、計算書類により計算される利益を基礎
として「別段の定め」を加算・減算するものであり結合財務諸表説50とされる。税務上の投
資基準額を「政令簿価」として帳簿価額とは別途さだめる考え方は、米国内国歳入法の「Tax 
basis」の考え方を採用したものと考えられる。米国内国歳入法では、損金経理要件が厳格に
求められておらず、税務上の基準価額と会計帳簿の関係は希薄である。そのため、税務上の
基準価額は内国歳入法で別途定めるという位置づけになっている。しかし、我が国は確定決
算主義を採用し「税務上の帳簿価額」は、帳簿価額に税務上の「別段の定め」を調整するこ
とにより算出する位置づけであるが、政令簿価のさだめはこの位置づけから逸脱している。 
 
３．損金経理要件とみなし損金経理規定に関する問題点 
（１）減価償却資産の償却限度額に関する規定 
損金経理要件は、確定決算主義の構成要素の一つであるということを確認したが、適格組織
再編税制では、減価償却資産についてみなし損金経理規定が設けられ損金経理要件が維持さ
れていないという問題点がある。 
  すなわち、内国法人の各事業年度終了の時において有する減価償却資産につきその償却費
として当該事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入する金額は、その内国法人が当該
事業年度においてその償却費として損金経理をした金額のうち、その取得をした日及びその
種類の区分に応じ政令で定める償却の方法の中からその内国法人が当該資産について選定し
た償却の方法に基づき政令で定めるところにより計算した金額（償却限度額）に達するまで
                                                  
50前出 47 Ⅲ課税所得の計算方法 1課税所得計算の３方法 (2)３方法とその問題点 参照。 
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の金額とされる（法法 31①）。これが、確定決算主義に基づく減価償却資産計上の原則であ
る。 
 
（２）みなし損金経理規定の趣旨 
 ところが、適格合併等により被合併法人から移転を受けた減価償却資産につきその価額と
して帳簿に記載された金額が、当該移転の直前に当該被合併法人等の「帳簿に記載されてい
た金額」に満たない場合には、当該満たない部分の金額は、当該適格合併等の事業年度前の
各事業年度の損金経理額とみなされる（法法 31⑤、法令 61 の 4 一）。 
 また、非適格合併等により被合併法人から移転を受けた減価償却資産につきその価額とし
て帳簿に記載された金額が、当該非適格合併等の直後における当該資産の「償却限度額の計
算の基礎となる取得価額」(時価)に満たない場合には、当該満たない部分の金額は、当該非
適格合併等の事業年度前の各事業年度の損金経理額とみなされる（法法 31①、法令 61 の 4
二）。 
 このみなし損金経理の規定は、つぎのような趣旨に基づくものと解される。すなわち、適
格合併等において、資産は被合併法人等の税務上の帳簿価額で受け入れられるが（法法 62
の 2①）、帳簿に記載された金額が税務上の帳簿価額に満たない場合には、合併法人等におい
てその後の事業年度において損金経理ができないことから、満たない部分の金額を合併法人
等の損金経理額とみなすことにより、税務上の帳簿価額にて受け入れたのと同様の税務上の
効果を作り出したものである。 
一方、非適格合併等においては、当該資産の「償却限度額の計算の基礎となる取得価額」、
すなわち、時価が税務上の価額となるが（法法 62①）、帳簿に記載された金額が時価に満た
ない場合には、合併法人等においてその後の事業年度において損金経理ができないことから、
満たない部分の金額を合併法人等の損金経理額とみなすことにより、時価にて受け入れたの
と同様の税務上の効果を作り出したものである。 
 
（３）損金経理要件とみなし損金経理規定に関する問題点 
 前述したように、損金経理とは、法人がその確定した決算において費用又は損失として経
理することをいう（法法 2二十五）が、組織再編税制におけるみなし損金経理規定は、合併
法人等の受入法人において確定した決算において費用又は損失として経理されていない金額
が、受入法人の会計処理によらず税務上の帳簿価額（適格）あるいは時価（非適格）を創出
50 
するために、損金経理額とみなされる。もともと、法人に選択の余地が認められている事項
については、最終の意思表示は申告書ではなく、確定した計算書類に費用又は損失として経
理することにより確認することが損金経理要件の意義であるが、みなし損金経理規定は、損
金経理要件の意義を損ない、確定決算主義の枠組みを逸脱しているといえる。 
 
第３節 企業会計と課税所得計算の関係 
１．確定決算主義の限界 
（１）損金経理要件の限界 
 組織再編税制においては、確定決算主義の構成内容のうち、「確定決算に基づき」から逸脱
した「政令で定める帳簿価額」に関する問題点、「損金経理要件」から逸脱したと「みなし損
金経理」に関する問題点があることを確認したが、確定決算主義は、現在下記のような限界
を抱えている。 
 まず、損金経理要件の意義は、法人税法において法人に選択の余地が認められている事項
については、最終の意思表示は申告書ではなく、確定した計算書類に費用又は損失として経
理することを求める点にあるが、みなし損金経理に関する規定で確認したように会計基準に
おいて損金経理が不可能な事象というものが存在する。第 3章で述べたように、営業権の規
則的な償却自体が会計基準において見直されるか現状では明らかではないが、営業権の規則
的な償却自体も行われないとした場合、営業権は、法人税法の損金経理要件を満たすことが
できなくなる。企業会計と法人税法の乖離がより進展した場合には、この損金経理要件が満
たせない事象が増加することが予想される。税務調整のうち、損金経理要件等のように確定
した決算において行われる調整（決算調整事項）が満たせない事象があるということは、法
人税法が定めている損金に算入するという恩典を享受できないということになる。 
 
（２）損金経理要件の逆基準性 
 企業会計の立場からは、損金経理要件による法人税法の規制が企業会計における一種の指
針として取り込まれ、適正な利益計算が歪曲してしまうという批判がされることがある。日
本公認会計士協会の「平成 22 年度税制改正意見・要望書」（平成 21 年 6 月 9日）２（１）で
は、「今後会計基準の国際化の更なる進展により、いわゆる税法基準を考慮せずに会計処理を
行うことで、企業が課税上の恩典を享受できなくなること又は税務上の恩典を受けるがため
に企業会計を歪める逆基準性の問題が多発することも予想される」と指摘している。企業会
51 
計の国際化により、このような逆基準性の問題の見地からも損金経理要件を中心とする我が
国の確定決算主義は大きな岐路にあるといえる。 
い。 
２．課税所得計算の方法と確定決算主義の機能 
（１）企業会計と課税所得計算の関係 
 企業会計と課税所得計算の関係をどのように位置づけるか、という考え方には、次の三つ
に分類することができる51、とされる。 
 イ．商事財務諸表説 
納税者側の自主性を尊重し、商事財務諸表に計上される利益をそのまま課税の基礎として
課税所得を算定する方法。 
ロ．税務財務諸表説 
商事財務諸表説とは逆に、課税所得の計算において商事財務諸表上の利益計算を完全に無
視し、税法上の独自の規定により課税所得を算出する方法。 
ハ．結合財務諸表説 
商事財務諸表により計算される利益を基礎とし、税法上の計算規定と相まって結合して課
税所得を算定する方法。いわば、商事財務諸表説と税務財務諸表説の折衷的な方法である。 
 
これらの考え方を、我が国の法人税の課税所得計算の考え方として採用できるかとい観点
から検討すると次のことがいえる。 
第一に、商事財務諸表説は、企業利益と課税所得の二重計算の必要がないという点で、採
用する企業の納税コストを最小化できる。しかし、我が国の実定法上の課税所得は、租税特
別措置法に代表されるように租税政策の要請によって影響を受けたものであり、企業利益を
課税所得とすることは税制の政策的な側面を放棄することになる。また、会計基準の国際化
の更なる進展により企業会計の利益と現行法人税制の所得との乖離が著しくなる傾向にある
現状では、商事財務諸表説を採用することは困難といえる。 
第二に、税務財務諸表説は、課税所得の計算の純化と逆基準性の排除という点では望まし
いと考えられる。しかし、企業では商事財務諸表と税務財務諸表を二重に作成することにな
ることから、納税コストが増加し国民経済的な見地からは望ましいとはいえない52。また、
                                                  
51 前出 47 Ⅲ課税所得の計算方法 1課税所得計算の３方法 (2)３方法とその問題点 参照。 
52 前出 51と同様の引用を参照。 
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取引の存在あるいは企業の選択による意思を株主は商事財務諸表で確認、承認しているが、
税務財務諸表に反映された取引の存在あるいは企業の選択による意思を株主が確認、承認す
る構造には現行の会社法はなっていない。そのため、企業利益と課税所得の相互牽制により
両者の計算の適正性を担保するという機能が失われる。 
 第三に、我が国の法人税法が採用している確定決算主義は、結合財務諸表説を具現化した
ものとされる53。もっとも、結合財務諸表説には、損金経理要件が厳密に要求されていない
米国型と損金経理要件が厳密に要求されている日本型がある。米国が損金経理要件を中心と
した確定決算主義を採用していない理由は、米国の会社法のあり方に基因するものといえる
54。すなわち、米国の会社法は州法であり全国的に統一されているものではないので、内国
歳入法という全国的に統一した課税所得の計算規定が一律に会社法に依拠できないという構
造上の問題に基因している。 
  
（２）確定決算主義の機能 
 確定計算主義は、我が国の法人所得課税が始まって依頼終始一貫して採用されている所得
計算構造に関する考え方である。このことは、確定決算主義が果たした次の機能がいかに大
きいかを物語っている。 
 イ．法人税法の簡素化 
 確定決算主義の構成要素として、別段の定めがなければ、一般に公正妥当な会計処理の基
準に従って計算すること（法法 22④）、とされる。この規定は昭和 42 年に法人税法の簡素化
の一環として設けられたものである。企業会計の利益と所得とが共通の観念であるため、法
人税法は、二重の手間を避ける意味で企業会計準拠主義を採用したとされる55。すなわち、
企業では商事財務諸表と税務財務諸表を二重に作成する手間が避けられるという意味で、納
税コストの削減が図られているという便宜性が確定決算主義を採用している理由の一つとさ
れる。 
 ロ．課税の安定性 
 損金経理要件により企業の選択による意思を確定決算に求める、あるいは確定決算に基づ
                                                  
53  前出 51と同様の引用を参照。 
54 前原 真一 税務大学校論叢「法人税法の損金経理要件について」第 3章「損金経理要件
から申告調整への転換」第 1節「アメリカ法人税法と確定決算」2「確定決算主義を採用し
ない理由」参照。  
55 金子 宏 「租税法」第 14版 263頁参照。 
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き課税所得を計算し申告することにより取引の存在を計算書類の承認という形で株主に求め
る、ということは企業の恣意的な利益及び所得計算を抑制する機能を有している。この抑制
機能により利益及び所得計算の真実性を確保し、ひいては税収の安定性にも寄与するとされ
る56。 
 確定決算主義によるこれらの機能を重視すると、損金経理要件の限界及び逆基準性といっ
た確定決算主義が抱える問題に目を配りつつ確定決算主義を堅持することが我が国の企業会
計と課税所得計算のあり方としては望ましい姿といえる。 
 
（３）みなし損金経理規定が確定決算主義に及ぼす影響 
 前述したように、確定決算主義は、結合財務諸表説を具現化したものであるが、確定決算
上の利益計算と課税所得計算を有機的に結合させて、両者の関係を一層強化しようとするも
のである。その具体的方法の最も重要なものが損金経理要件である。 
 ところが、みなし損金経理規定は、このような損金経理要件の概念を崩壊させるものであ
る。そのことは、確定決算主義それ自体に問題があるのか、あるいは政令簿価を引き継ぐと
いう適格組織再編税制に問題があるのかについて検討を要する。 
                                                  
56 前出 47 Ⅲ課税所得の計算方法 2確定決算の意義と機能 (3)機能 参照。 
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第５章 組織再編税制と会計基準の調和に向けて 
第 1節 適格組織再編税制における営業権と資産調整勘定の問題点 
１．適格組織再編税制における営業権と資産調整勘定の問題点 
 第３章において、適格組織再編税制における営業権と資産調整勘定の問題点を三つ指摘し
た。第一に、営業権と資産調整勘定を区分することの意義と効果を再検討すべきであるとい
う点である。第二に、営業権には損金経理要件が課されているにもかかわらず、資産調整勘
定は強制損金とされ損金経理要件の趣旨が反映されていないという点である。第三に、企業
会計においてのれんの規則的な償却を行わず、収益性の下落に伴い減損損失を認識するとい
う見直しに関する論点整理から、資産調整勘定を費用性資産と捉え強制損金している法人税
法の取扱いに関する見直しの必要性である。 
 
２．営業権と資産調整勘定の一本化 
（１）営業権と資産差額調整勘定を区分することの効果 
 法人税法において、営業権と資産調整勘定を区分することの取扱いの差異は、損金経理要
件が課されているか、当該要件がなく、強制損金するという取扱いの差異である。この場合、
営業権の意義という視点から、営業権と資産調整勘定が区分されるという規定にはなってい
ない。なぜなら、営業権の意義という視点からは、営業機会取得説あるいは超過利益説に基
づくものは営業権として、差額概念説に基づくものは資産調整勘定と区分されるべきである
が、現在の区分では、組織再編税制の下では、独立して売買される慣行のあるものを限定的
に営業権とし、その他は資産調整勘定とされ、営業機会取得説あるいは超過利益説に基づく
営業権部分が資産調整勘定に含まれる。営業権の意義を反映していない区分がおこなわれ、
その区分による損金経理要件（営業権）と、損金算入規定（資産調整勘定）という差異自体
に問題があるということであれば、営業権と資産調整勘定を区分することの効果と意義は小
さいと考えられる。 
 
（２）時価純資産額を超える投資額の要因 
受入純資産額が適切に時価に測定されている限り、組織再編行為等により受け入れる時価
純資産額を投資額が超える要因としては、次の二つが考えられる57。 
 ① 労働力等の相乗効果等の識別不能な無形資産 
                                                  
57 前出 22「連結納税制度を適用する場合の実務上の課題についての検討」24頁ア参照。 
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 組織再編行為等の狙いとして、売上高拡大や原価低減として説明されるシナジー効果によ
る部分であり、事業価値と時価純資産額の差額として現れる。 
 ② 取得プレミアム 
 組織再編行為において、非合併法人又は被取得法人の株主の同意を得るために事業価値を
超える取得対価が支払われる場合のプレミアムであり、投資額と事業価値の差額として現
れる。 
時価純資産額
労働力の相乗効果
等の識別不能な無
形資産
取得プレミアム
事業価値
投資額
 
時価純資産額と投資額の差額の要因としては、労働力の相乗効果等の識別不能な無形資産、
取得プレミアムがあり、差額概念説による営業権の本質はこの 2つと考えられる。事業価値
の測定には、取得時点での超過収益力と、組織再編後に発現することが期待される相乗効果
が反映されていることから、労働力等の相乗効果等の識別不能な無形資産には取得時点での
超過収益力による営業権が含まれていると解され、時価純資産額と投資額の差額としての差
額調整勘定には本来、営業権とされる部分が含まれている。 
 
（３）組織再編税制における営業権と資産調整勘定の一本化 
 「無形資産に関する論点整理」23 項では、「独立して識別可能であり、その性格が明らか
な無形資産と企業結合時の取得原価のうち、識別可能資産及び負債に配分した後の差額であ
るのれんとを区別することには意味がある」、としている。しかし、無形資産に関する体系的
な会計基準がない現状では、無形資産としての営業権とのれん（資産調整勘定）を区別する
こと自体が不可能である。また、（２）において述べたように、時価純資産額と投資額の差額
には、本来営業権とされる部分が含まれており、営業権の意義を反映していない営業権と資
産調整勘定の区分がおこなわれ、その区分による損金経理要件と、強制損金規定という差異
自体に問題がある、といえる。つまり、組織再編税制における営業権と資産調整勘定を区分
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する必要性は小さく、営業権と資産調整勘定の区分の法人税法における意義が認められない
ことから、営業権と資産調整勘定は一本化することが望ましいと考える。 
 
３．損金経理要件と強制損金規定の見直し 
（１）強制損金規定の問題点 
企業会計において、営業権、のれんはともに規則的に償却するという取扱いにもかかわら
ず、資産調整勘定については損金経理要件が課されていないことは、法人に選択の余地が認
められている事項については、最終の意思表示は申告書ではなく、確定した計算書類に費用
又は損失として経理することにより確認するという損金経理要件の趣旨が反映されていない
という問題点がある。この強制損金規定の趣旨は、負債調整勘定との整合性から規定された
ものと考えられる。時価純資産額が投資額を超える場合に計上される差額である負債調整勘
定は 60 ヶ月にわたって益金に算入される。企業会計においては、負ののれんは取得時点の利
益とされることから、組織再編税制では負債調整勘定は強制的な益金算入としたものと解さ
れる。 
企業会計上、取得時点の利益とされ、60 ヶ月にわたって収益に計上することは一般に公正
妥当な企業会計の慣行と乖離するため、負債調整勘定の益金算入規定は必要と解される。し
かし、資産調整勘定については、企業会計において、のれんは現時点では規則的な償却が求
められているのであるから、確定した計算書類に費用又は損失として経理することにより確
認するということは可能であり、強制損金規定とする必要はない。 
 
（２）損金経理要件と強制損金規定のあり方 
 将来的に、企業会計においてのれんの規則的な償却を行わず、収益性の下落に伴い減損損
失を認識するという見直しに関する論点整理がおこなわれていることから、組織再編におけ
る営業権及び資産調整勘定の損金経理要件は検討されるべきと考える。すなわち、企業会計
においてのれんの規則的な償却を行わない、という取扱いになった場合には、法人に選択の
余地が認められている事項については、最終の意思表示は申告書ではなく、確定した計算書
類に費用又は損失として経理することにより確認するという損金経理要件の必要性がなくな
るのであるから、営業権についての損金経理要件は廃止すべきと考えられる。もっとも、法
人税法も、営業権について規則的な償却を行わず、減損会計に委ねるというのであれば、そ
の段階での損金経理要件の必要性が考えられる。 
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４．資産調整勘定の損金性に関する見直しの必要性 
（１）のれんの償却の是非 
企業会計において、のれんの規則的な償却を行わず、収益性の下落に伴い減損損失を認識
するという見直しがされた場合には、資産調整勘定を 60 ヶ月間の強制損金としている法人税
法の取扱いに関する見直しが必要である。のれんの償却の是非は、のれんの意義から検討す
る必要がある。のれんを償却するという考え方の根拠は、のれんが超過収益力を表す費用性
資産である点に着目し規則的に償却すべきという点にある。他方、のれんを償却しないとい
う考え方の根拠は、のれんを将来の収益力により価値が変動する資産とし、規則的な償却で
はなく、収益性の低下による回収可能額で評価すべきという点（減損会計の適用）にある。 
 
（２）資産調整勘定の損金性 
 のれんの償却がおこなわれなくなった場合に、資産調整勘定の損金性をどのように考える
かについては、2 つの考え方がある。第一に、のれんの償却がおこなわれなくなったという
ことは、のれんを費用性資産ではなく将来の収益力により価値が変動する資産として捉えて
いるのであるから、規則的な強制損金を認めないという考え方である。第 2に、企業会計に
おいてのれんを費用性資産ではなく将来の収益力により価値が変動する資産として捉えたと
しても、法人税法では別段の定めとして規則的な強制損金を認めるという考え方である。第
一の考え方に基づいた場合には、減損損失を法人税法上の資産評価損に関する現行規定から
捉えることができるかという新たな問題が生じる。その問題については、次に検討する。 
 
５．減損損失に法人税法における評価損規定を適用する可能性 
（１）資産調整勘定の損金性 
会計基準において、のれんの規則的な償却がなくなり収益性の劣化を要因とした減損損失
を計上するという取扱いになった場合に、法人税法において、資産調整勘定を費用性資産で
はなく将来の収益力により価値が変動する資産として捉え規則的な損金算入を認めない方法
が考えられる。もっとも、この場合には、会計基準ではのれんの減損損失という考え方が残
ることになるが、組織再編におけるのれんの金額の重要性から、のれんの減損損失を法人税
法の損失とすることができるか検討する必要がある。具体的には、法人税法上の資産の評価
損の方法により処理することが考えられる。 
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（２）法人税法における評価損規定 
法人税法上、資産の評価替えをして評価損の計上をした場合には、原則として、損金の額
には算入されない（法法 33①）。しかし、災害による著しい損傷その他の政令で定める事実
が生じ、当該資産の評価替をし損金経理をした場合には、当該資産の帳簿価額と価額（時価）
との差額に達するまでの金額が損金に算入される（法法 33②）。評価損の計上事由は、法的
整理の事実のほか、物損等の事実として個々の資産毎に定められているが、固定資産の物損
等の事実については次の事実が定められている（法令 68①三）。 
イ．当該資産が災害により著しく損傷したこと。 
ロ．当該資産が一年以上にわたり遊休状態にあること。 
ハ．当該資産がその本来の用途にしようすることができないため他の用途に使用されたこ
と。 
 ニ．当該資産の所在する場所の状況が著しく変化したこと。 
 ホ．イからニまでに準ずる特別の事実。 
 資産の評価損に関する規定は、当該資産の価額がその帳簿価額を下回った場合にのみ、制
限的に評価損の計上を認めるものであり、減損の兆候等に最も通じる考え方であり、資産調
整勘定に減損損失が発生した場合、評価損規定を適用するにあたっての課題を整理する必要
がある。 
 
（３）資産調整勘定に評価損規定を適用する場合の課題 
 イ．資産調整勘定の位置づけ 
 減損損失に評価損の規定を適用する場合の検討課題としは、資産調整勘定の位置づけ、評
価損計上事由及び損失計上額が考えられる。減損会計基準は固定資産に適用されるが、会計
基準におけるのれんは無形固定資産として位置づけされ減損会計基準が適用される。上記
（２）で記載した評価損計上事由は固定資産に適用されるものであるが、資産調整勘定は、
法人税法の無形固定資産に含まれず（法令 13 八）、現状の評価損規定では資産調整勘定はそ
の対象とならない。資産調整勘定は法人税法の資産としてどのような位置づけにされている
のか明らかではなく、資産調整勘定の位置づけを明確にする必要がある。具体的には、資産
調整勘定を営業権として一本化することにより、無形固定資産としての位置づけを明確にす
ることが考えられる。 
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ロ．評価損計上事由 
減損損失の発生する要因と法人税法の評価損計上事由とは、類似性があるものの必ずしも
同一ではない。法人税法の限定された評価損計上事由のなかで特に着目すべきは、「イからニ
までに準ずる特別の事実」という事由である。「イからニまでに準ずる特別の事実」としては、
次の 2つの例示がされている（法基通９－１－１６）。 
①法人の有する固定資産がやむを得ない事情によりその取得の時から一年以上事業の用に
供されないため、当該固定資産の価額が低下したと認められること。 
②民事再生法の規定による再生手続開始の決定があったことにより、固定資産につき評価
換えをする必要が生じたこと。 
これらの例示は、減損損失計上の要因の一部でしかなく、異なる視点からの「特別の事由」
に関する解釈が必要である。すなわち、減損会計基準が法人税法の「一般に公正妥当と認め
られる会計処理の基準」という取扱いになれば、「特別の事由」の解釈がかわることも予測さ
れ、減損損失と評価損の計上事由に関しては企業会計と法人税法の歩み寄りの余地はあると
考えられる58。 
 ハ．評価損計上額 
 減損損失は帳簿価額と回収可能価額との差額であるが、回収可能価額は正味売却価額と使
用価値のいずれか高い金額とされる。一方、法人税法の評価損規定における時価とは、「当該
資産が使用収益されるものとしてその時において譲渡される場合に通常付される価額」とさ
れる。法人税法の時価は、減損会計基準における正味売却価額に近い概念であるが、将来キ
ャッシュ・フローの現在価値として算定される使用価値とは異なる。したがって、会計基準
における減損損失が、将来キャッシュ・フローの現在価値として算定される使用価値として
算定された場合には、法人税法の評価損として取り扱うことは無理であるが、会計基準にお
ける減損損失が、正味売却価額として算定された場合には、法人税法の評価損として取り扱
う余地はある。 
 
第２節 適格組織再編税制と確定決算主義の問題点 
１．適格組織再編税制と確定決算主義の問題点 
第 4章において、適格組織再編税制における確定決算主義の問題点を二つ指摘した。第一
に、適格組織再編では、確定した決算の帳簿価額とは別途、税務上の基準価額を「政令簿価」
                                                  
58 品川 芳宣 「減損会計基準の設定と税務」税経通信 平成 14年 11月号Ⅲ２ 参照。 
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として定め、「政令簿価」は帳簿価額とは別途さだめられているという点で、会社法上の確
定決算に基づき課税所得を計算するという確定決算主義の要件を逸脱している。第二に、組
織再編税制におけるみなし損金経理規定は、合併法人等の受入法人において確定した決算に
おいて費用又は損失として経理されていない金額が受入法人の会計処理によらず税務上の帳
簿価額（適格）あるいは時価（非適格）を創出し、損金経理要件という確定決算主義の要件
を満たしていない。 
これらの適格組織再編税制における規定が確定決算主義からの離脱を意図しているのか否
かはさだかではないが、確定決算主義による法人税法の簡素化及び課税の安定性といった機
能を軽視ないしは無視することになる。しかしながら、組織再編税制においても、前述した
確定決算主義の機能からみて、確定決算主義が抱える問題に目を配りつつ確定決算主義を重
視することが、我が国の企業会計と課税所得計算のあり方としては望ましいと考えられる。
そこで、適格組織再編税制の確定決算主義における問題点を解決する方法として、適格組織
再編税制の「政令簿価」、みなし損金経理規定に替えて、むしろ確定決算主義を受容するこ
とになる圧縮記帳制度の考え方を採用できないかを検討する。 
 
２．圧縮記帳の概要 
（１）圧縮記帳の意義 
圧縮記帳とは、譲渡対価等が益金となるのに対応して、その譲渡益に見合う金額を実際の
取得価額から控除し、取得した資産の帳簿価額を圧縮して記帳し、その圧縮した金額を損金
とすることにより、課税の繰延べを図る課税上の技術である。この方法による場合には、圧
縮額の経理方法によって確定決算上の帳簿価額と税務上の帳簿価額との関係が一層明確にな
る。 
 
（２）圧縮記帳の趣旨 
法人税法では、資本取引以外における収益はすべて課税所得を構成する、というのが原則
である（法法 22②）。したがって、固定資産の交換による譲渡益、国庫補助金等の受贈益及
び保険差益についても、原則として、すべて益金の額に算入する（法法 22②）。しかしなが
ら、資本的支出に充てることを目的として交付を受けた国庫補助金等について直ちに課税す
るとすれば、補助金交付の目的が阻害されるであろうし、保険金をもって被害資産の復旧を
おこなう限り保険差益は名目利益であるから、政策的に益金の課税繰延をはかるというのが
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圧縮記帳の趣旨である59。 
圧縮記帳の適用をうけて取得価額の減額をした資産については、減額後の金額により減価
償却限度額の計算や譲渡原価の計算が行われる。そのため、圧縮記帳の適用をうけて取得価
額の減額をした資産の減価償却限度額や譲渡原価は、実際の取得価額を基礎とした減価償却
限度額や譲渡原価よりも圧縮相当額だけ小さくなり、結果として、将来の課税所得が大きく
なる。このことから、圧縮記帳の機能は免税ではなく、課税の繰延ということになる。主な
圧縮記帳制度には次のものがある。 
①．国庫補助金等の圧縮記帳（法法 42①） 
②．工事負担金等の圧縮記帳（法法 45①） 
③．保険金等の圧縮記帳（法法 47）  
④．交換により取得した資産の圧縮記帳（法法 50） 
 
 
（３）圧縮記帳の経理方法 
圧縮記帳の経理方法については、三つの方法が認められている。 
①．帳簿価額減額方式 
対象資産の取得価額を圧縮限度額の範囲内で直接減額し、これに見合う減損額を損失とし
て計上する方法であり、全ての圧縮記帳制度に採用され原則的な方法とされている（法法 42
①他）。 
②．確定決算による積立金方式  
圧縮限度額以下の金額を、確定した決算において積立金として積み立て、これに見合う積
立額を損金とする方法である（法法 42①他）。圧縮記帳の対象となった減価償却資産の取得
価額は、当該積立額を控除した金額とされる（法令 54③）。したがって、減価償却資産の積
立金控除前の取得価額に基づいた減価償却費と圧縮後の取得価額に基づいた減価償却費の差
額が減価償却超過額として所得に加算される。なお、積立金を減価償却に伴い取崩し益金と
した場合には、減価償却超過額のうち積立金取崩額を所得から減算することになる。 
③．剰余金処分による積立金方式60 
                                                  
59 固定資産の交換により実現した利益については、「本来配当可能の利益であり、国庫補助
金や保険差益等とは異質のものであるが、政策的に課税上の特例を設けることが適当な場合
も少なくない」（渡辺淑夫著「法人税法平成 21年度版」中央経済社）という指摘もある。 
60 会社法では利益処分という考え方がなくなったため、決算手続において積み立てることに
62 
圧縮限度額以下の金額を、決算の確定の日までの剰余金の処分により積立金として積み立
て、これに見合う積立額を損金とする方法（法令 80 他）であり、税務申告書上は積立額を
別表５(１)において減算留保するとともに、別表４において所得から減算する。②と同様に、
減価償却資産の積立金控除前の取得価額に基づいた減価償却費と圧縮後の取得価額に基づい
た減価償却費の差額が減価償却超過額として所得に加算される。なお、株主資本等変動計算
書において、積立金を減価償却に伴い取崩した場合には、取崩額を別表５（１）にて取崩す
ことになる。 
 
（４）圧縮記帳と企業会計 
対象資産の取得価額を圧縮限度額の範囲内で直接減額する方法については、取得原価主義
の規定に照らし問題がないわけではなく、企業会計では積立金方式による処理が望ましい、
とされる61。しかしながら、企業会計において直接減額による圧縮記帳は、次の場合に認め
られる。すなわち、国庫補助金等の圧縮記帳と交換により取得した資産の圧縮記帳である。
国庫補助金等の圧縮記帳については、企業会計原則注解 24において、「国庫補助金、工事負
担金等で取得した資産については、国庫補助金等に相当する金額をその取得価額から控除す
ることができる。」とされているため、国庫補助金等の圧縮記帳につき直接減額する方法は企
業会計においても認められている62。 
交換については、委員会報告 43 号において「譲渡資産と同一種類、同一用途の固定資産
を取得し、取得資産の取得価額として、譲渡資産の帳簿価額を付した場合」は監査上妥当な
ものとして扱うとされる。交換により取得した資産の価額については、①交換により譲渡し
た資産の取得価額、②取得資産の公正な市場価額、とするそれぞれの考え方があるが、法人
税法では交換の圧縮記帳について直接減額の方法しか認めておらず、②の考え方に基づいた
積立金の経理処理は認められない（法法 50①）。交換の圧縮記帳について、直接減額の方法
しか認めていない理由としては、交換については積立金を設ける会計慣行が存在しないこと、
交換により譲渡益を計算する方法は通常おこなわれないことが挙げられる63。 
 
                                                                                                                                                     
なる。すなわち、貸借対照表に積立金の積み立て、取り崩しを反映させ、同時に株主資本等
変動計算書に積立金の積み立て、取り崩しを反映させる。 
61 日本公認会計士協会 監査第一委員会報告第 43号「圧縮記帳に関する監査上の取扱い」
（以下、「委員会報告 43号」とする）。昭和 58年 3月 29日Ⅰ「はじめに」参照。 
62前出 61 委員会報告 43号 一(注 1)参照。 
63 前出 22 第二巻 3095の 5頁参照。 
63 
３．圧縮記帳と確定決算主義 
 圧縮記帳制度は、確定決算主義の枠内で課税の繰延を認める制度である。経理処理として
は、帳簿価額減額方式、積立金方式のいずれであっても税務上の価額は帳簿価額に反映され
ており、「政令簿価」のように帳簿価額と乖離して税務上の基準価額を規定しているわけでは
なく、みなし損金経理規定のように、合併法人等の受入法人において確定した決算において
費用又は損失として経理されていない金額が、受入法人の会計処理によらず税務上の帳簿価
額（適格）あるいは時価（非適格）を創出し、損金経理要件という確定決算主義の要件を逸
脱することもない。 
 
４．組織再編税制と圧縮記帳 
第２章１で述べたように、移転資産に関する支配が継続している場合には、譲渡損益
を繰り延べることができるという規定は、平成 13年の税制改正以前においても、合併（旧
法法 27等）、現物出資（旧法法 51）及び事後設立（旧法基通 10-7-1）において認められ
ていた。しかし、平成１３年税制改正により、会社法において組織再編行為として位置
づけされていない現物出資及び事後設立は、法人税法において組織再編税制に位置づけ
られている。それ以前、現物出資（旧法法 51）及び事後設立（旧法基通 10-7-1）におい
ては、譲渡益の繰延は圧縮記帳制度のもとで行われていた。このような経緯をみると、
組織再編行為における譲渡損益の繰延は、基本的に圧縮記帳制度においても可能であっ
たということが理解できる。 
  
５．組織再編と交換の類似性 
 法人税法が圧縮記帳を認める交換取引は「内国法人が、各事業年度において、一年以上有
していた固定資産で次の各号に掲げるものをそれぞれ他の者が一年以上有していた固定資産
と交換し、その交換により取得した当該各号に掲げる資産をその交換により譲渡した当該各
号に掲げる資産の譲渡の直前の用途と同一の用途に供した場合」（法法 50①）とされ、交換
の一般概念、すなわち「交換とは、当事者が互いに金銭の所有権以外の財産権を移転するこ
とを約することによって、その効力を生ずる」（民法 586①）より、対象とする譲渡資産、
取得資産の範囲の制限及び用途の同一性の要件を課している分だけ対象が限られている。 
しかし、売買と区別される交換の本質は、「当事者が互いに金銭の所有権以外の財産権を
移転することを約する」にあり、等価交換が基本と考えられる。法人税法では、取得資産の
64 
価額と譲渡資産の価額との差額がいずれか多い価額の百分の二十を超える場合には、圧縮記
帳を認めない（法法 50②）とされ、一定の緩和がされているが等価による交換を基本として
いる。一方、組織再編行為の対価について会社法は金銭等の交付を否定していないが、合併
存続会社、取得会社の株式の交付が原則である。適格組織再編税制では、株式以外の資産が
交付されないことを前提としている（法法 2十二の八他）。 
 以上をまとめると、法人税法が圧縮記帳を認める交換取引は、一定の固定資産同士の交換
であり、組織再編行為は諸資産と株式の交換ということができ、組織再編行為も「金銭の所
有権以外の財産権」の交換と考えることができる。かかるように、組織再編と交換は、金銭
の所有権以外の財産権同士の移転という点で類似性が認められる。 
  
６．譲渡損益認識の基本的な考え方の類似性 
法人税法では、資産の移転があったことに着目し、時価で譲渡されたとする原則は交換で
も組織再編税制でも同様である。すなわち、組織再編税制では、非適格組織再編により資産
等を移転した場合には、当該組織再編の時の価額により譲渡をしたものとして、所得の計算
をする（法法 62①他）。ただし、一定の要件を満たした交換以外については、交換の時の価
額で益金の計算をする（法法 22②）。 
このような原則に対して、組織再編税制では、移転する資産に対する支配が再編成後も継
続していると考えられる場合には、移転資産の譲渡損益の計上を繰り延べる。また、一定の
要件を満たした交換取引については、旧帳簿価額の引継ぎを認め、交換差益についての課税
が繰り延べられる。かかる課税の繰延の趣旨は、組織再編税制においては、移転する資産に
対する支配が再編成後も継続していると考えられる場合には、移転資産の譲渡損益の計上を
繰り延べることが適当とされ、支配の継続性に着目した税制の中立性にある。 
さらに、交換の圧縮記帳制度の趣旨は、固定資産は長期間にわたって法人の事業の用に供
されるものであるから、同一種類の固定資産を交換し、同一用途に供された場合には交換差
益について課税の繰延べを図る64ことが適当とされ、投資の継続性に着目した税制の中立性
にある。かかるように、組織再編と交換は、譲渡損益認識の基本的な考え方及び支配の継続
性あるいは投資の継続性に着目した課税の繰延べの趣旨という点で類似性が認められる。 
 
７．記帳処理の整理 
                                                  
64 前出 22 第二巻 3075頁参照。 
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 （１）直接減額方式と積立金方式 
先述のとおり、交換における圧縮記帳制度は直接減額方式だけ認められている。理由とし
ては、交換については積立金を設ける会計慣行が存在しないこと、交換により譲渡益を計算
する方法は通常おこなわれないことが挙げられる。交換による圧縮記帳制度を組織再編税制
に応用しようとした場合には、直接減額方式だけ認められているという記帳処理の考え方の
整理が必要である。企業会計においては、共同支配企業の形成、共通支配下の取引という
特殊な環境下における組織再編行為を除き、組織再編行為は取得とされ、承継する資産・
負債の価額は時価で評価されるため、直接減額方式は認められないからである。交換が、
企業会計の慣行に配慮し直接減額方式のみ認めているという趣旨に照らせば、企業結合
会計では、承継する資産・負債の価額は時価で評価されるのであるから、組織再編税制
に交換の圧縮記帳制度を応用する場合には積立金方式が認められるべきである。そうす
ると、企業会計と法人税法との一層の調整が図られることになる。 
 
 （２）譲渡損失の繰延べ 
 交換における圧縮記帳制度は交換差益の繰延べであるのに対し、適格組織再編税制では
譲渡損益が繰延べられる。交換による圧縮記帳制度を組織再編税制に応用しようとした場
合には、損失の繰延べが可能か65という記帳処理の考え方の整理が必要である。この点につ
いては、譲渡益について積立金を貸方計上し積立額を損金算入するのと同様、譲渡損につい
て積立金（あるいは特別勘定）を借方計上し積立額を益金算入する、とすることで可能と考
えられる。 
下記のような時価が帳簿価額を下回っている適格合併の設例により、損失の繰延べについ
ての記帳処理の考え方を整理してみる。 
                                                  
65 適格組織再編における損失の繰延べについては、「平成 13年度改正で創設された組織再編
税制の根幹は、企業活動の継続性、企業活動の活性化、企業活動の機動化、効率化等に役立
つものであれば、どのような組織再編成でも認めようとするもののように思われる。かかる
見地から組織再編成によって課税が発生するのは好ましくないということであれば、課税所
得の繰延べをみとめるだけでよいのではないか」という損失の繰延べ自体を疑問視する考え
もある（前出 22 第２巻 629の 7頁～629の 8頁参照）。 
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固定資産 2,400 資本金 400
資本剰余金 400
利益剰余金 1,600
合計 2,400 合計 2,400
注２）税務上の利益積立金は会計上の利益剰余金と差異はない。
合併消滅会社の合併直前貸借対照表
注１）資産、負債の税務上の帳簿価額は会計上の帳簿価額と差異はない。
 
固定資産 2,000 負債 0
合計 2,000 合計 0
合併消滅会社の合併時識別可能資産・負債の時価
 
合併契約書の概要
①合併消滅会社の株主に合併会社の株式２00株を割り当てる（時価＠10）。
②合併にあたり増加する資本金、資本準備金はともに０とする。  
 会計基準の処理と現行の適格組織再編税制における処理は次のようになる。 
固定資産 2,000 その他の資本剰余金 2,000
合計 2,000 合計 2,000
会計処理
 
固定資産 2,400 資本金等の額 800
利益積立金額 1,600
合計 2,400 合計 2,400
税務処理
 
 上記の税務処理に代えて、固定資産を時価(2,000)で受け入れ処理し、受入損を繰延べるた
めの特別勘定の計上を株主資本変動計算書において行い、申告書上は別表 5(一)において留保
することにより、確定した決算に基づき譲渡損の繰延べが可能となる。圧縮記帳の応用によ
る適格組織再編の税務処理は、下記のとおりとなり、固定資産額は企業会計との調和が図ら
れ、譲渡損失の繰延べが法人税法において達成される。 
固定資産 2,000 資本金等の額 800
特別勘定 利益積立金額 1,600
特別勘定 -400
合計 2,000 合計 2,000
税務処理
 
 
８．取得価額の修正と基準価額の引継ぎ 
 交換の圧縮記帳制度は、交換により取得した資産をその時の価額で受入れた後に交換差益
の一部を取得価額から減額することにより課税の繰延べを図るものであるが（法法 50①）、
適格組織再編における資産等の引継ぎ価額については、移転をした資産及び負債の当該適格
合併等に係る最後事業年度終了の時の帳簿価額とされる（法令 123 の 3①）。すなわち、適
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格組織再編では、移転元の法人における税務上の基準価額を引き継いだものとされる。交換
差益の一部を取得価額から減額するという考え方と移転元の法人における税務上の基準価額
を引き継ぐという考え方には、先述の譲渡損の繰延べを認めるか否かという差異の他に、移
転資産の譲渡損益の認識時点における差異もある。 
交換においては、資産の移転があったことに着目し時価で譲渡されたとする原則に則り、
交換により取得した資産をその時の価額で受入れた後に交換差益の一部を取得価額から減額
する。組織再編税制に関する「基本的考え方」では、「組織再編により移転する資産の譲渡損
益については、原則として、移転資産の譲渡損益の取扱いとしつつも、移転する資産に対す
る支配が再編成後も継続していると考えられる場合には、移転資産の譲渡損益の計上を繰り
延べることが適当」とされているが、適格組織再編における資産等の引継ぎ価額については、
移転をした資産及び負債の当該適格合併等に係る最後事業年度終了の時の帳簿価額とされる。
つまり、資産移転時にその時の価額で受け入れた処理を前提とし、譲渡損益の繰延べを図る
という規定にはなっていない。 
 
９．適格組織再編税制における圧縮記帳制度の代替可能性 
適格組織再編税制において、「政令簿価」あるいはみなし損金経理規定により課税の繰延べ
を図ることに代えて、圧縮記帳制度により課税の繰延べを図ることが可能かということを検
討してきた。圧縮記帳制度を組織再編税制に応用する場合には、直接減額方式ではなく積立
金方式が望ましいこと、あるいは譲渡損失の繰延べについては特別勘定の設定が必要なこと
等の整理が必要である。しかし、交換と組織再編には、取引の類似性と課税の繰延べの基本
的な考え方の類似性があり、圧縮記帳制度は確定決算主義の要件を逸脱することなく課税の
繰り延べが図られる制度であり、「政令簿価」の引継ぎやみなし損金経理という確定決算主義
から逸脱した現行の適格組織再編税制よりは、組織再編税制の「基本的考え方」の趣旨及び
企業結合会計との調和という点では望ましいといえる。 
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おわりに 
 時価純資産額と投資額の差額とされる資産調整勘定には、本来営業権とされる部分が含ま
れており、営業権の意義を反映していない営業権と資産調整勘定の区分がおこなわれ、その
区分による損金経理要件と、強制損金規定という差異自体に問題があるため、組織再編税制
における営業権と資産調整勘定の区分による効果は小さく、営業権と資産調整勘定の区分の
法人税法における意義が認められない。無形資産に関する体系的な会計基準が整備されてい
ない現状では、営業権と資産調整勘定は一本化することが望ましい、というのが提言である。 
また、企業会計において、のれんの償却がおこなわれなくなり、法人税法も資産調整勘定
の強制損金を認めないという考え方に基づいた場合には、減損損失を法人税法上の資産評価
損に関する現行規定から捉えることができるかという新たな問題が生じ、資産調整勘定の位
置づけ、評価損計上事由及び評価損計上額に関する法人税法上の整理を試みた。 
適格組織再編税制において、「政令簿価」あるいはみなし損金経理規定により課税の繰り延
べを図ることに代えて、圧縮記帳制度により課税の繰り延べを図ることが可能かを、交換と
適格組織再編税制の類似性、損失の繰延べをおこなう場合の記帳処理の整理を行い、検討し
てきた。圧縮記帳制度を適格組織再編税制に応用する場合には、直接減額方式ではなく積立
金方式が望ましいこと、また、譲渡損失の繰延べについては特別勘定の設定が必要なこと等
の整理が必要であるが、圧縮記帳制度は確定決算主義の要件を逸脱することなく課税の繰り
延べが図られる制度であり、「政令簿価」の引継ぎやみなし損金経理という確定決算主義から
逸脱した現行の適格組織再編税制よりは、組織再編税制の「基本的考え方」の趣旨及び企業
結合会計基準との調和という点では望ましい、というのが提言である。 
以上 
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